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新年にあたって

新年のご挨拶
JCCI  会頭
SUMITOMO MITSUI  BANKING CORPORATION SINGAPORE BRANCH
Direc tor  and General  Manager
秋山　光広

新年明けましておめでとうございます。

昨年3月にシンガポール日本商工会議所の会

頭を拝命してから、私の生活はガラッと変わりまし

た。月例の理事会をはじめ各種団体との面談は

元より、昨年7月に安倍首相が来星されてからは

国会議員、政府関係者、地方公共団体の訪問が

相次ぎ、大使主催の夕食会や昼食会に他の理事

の方々と共に参加させていただき、シンガポール

はもとよりアセアンの現状について日本企業の動

向と併せてお話しする機会を数多く頂きました。

その他、アセアン事務局長との対話（7月、ベトナ

ム）や経済視察団（11月、ラオス・カンボジア）の

実施、また、安倍政権の推進するクールジャパン

関連の各種イベントにも、竹内大使はじめ日本大

使館の皆様と共に積極的に参加させていただき

ました。更に、今年度は日本から進出される企業

の多さも際立っており、幾度となくオフィスの開設

記念行事にご招待され、多くの企業の方とお会い

しました。その間、会員企業の皆様や事務局の方

々には多大なるご支援をいただき感謝申し上げま

す。

4 月 に 日 下 前 会 頭 が シ ン ガ ポ ー ル を 離 れ る

こ ととなり、Singapore　Business　Federation（以

下SBF）と S i n g a p o r e 　 N a t i o n a l 　 E m p l o y e r s 

Federa t ion（以下SNEF）のCounc i l　Memberも

同時に拝命することになりました。SBFはシンガポ

ール版商工会議所、SNEFはシンガポールの経

営者連合で両団体とも役員・理事にはシンガポー

ルの名だたる財界人が名を連ねております。月例

の理事会、各種イベント、政府関係者との面談、

外国からの訪問団との会合などがあり、しばしば

J C C I の 会 頭 と し て 日 系 企 業 の 動 向 や 日 本 の 情

勢、或いは日本企業の要望についてコメントを求

められます。ユーティリティーコストの低減や労働

者不足の是正については日本企業を代表して政

府関係者に度々申し入れをしてまいりました。

多くのシンガポール財界人は「アベノミックス効

果で、いよいよ日本は15年の眠りから覚めた。日

中関係がギクシャクしたこともあり、日本企業のア

ジ ア 進 出 が 加 速 化 す る 。 」 と 見 て い ま す 。 事 実 、

ア セ ア ン 諸 国 で は 在 留 邦 人 や 進 出 企 業 は 漸 増

しておりますし、プレゼンスも上向いてきておりま

す。シンガポールだけで見ましても、過去1年半

で、JCCIの会員企業、在留邦人ともに約10％増

加しております。同時に各方面から日本および日

本企業への期待も高まっております。近年、中国

企業や韓国企業の勢いに押され、日本企業や日

本に対するイメージが相対的に薄れておりました

が、この日本にとっての上げ潮のトレンドは今年も

続くと思われます。会員企業の皆様のご協力を仰

ぎながらシンガポール及びアセアン地域での日本

のプレゼンス向上、日本企業の発展に少しでも貢

献できればと思っております。

また、JCC Iでは昨年より意識して会員企業の

皆様同士の交流や他国の商工会との交流を手が

けてまいりましたが、今年も積極的に各種交流会

を実施していきたいと思いますのでご協力のほど

よろしくお願いいたします。

最後に本年が皆様とご家族にとって健やかな

年となることを祈りつつ新年のご挨拶とさせていた

だきます。
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新年のご挨拶
シンガポール日本人会　会長
The Bank of  Tokyo-Mitsubishi  UFJ,  Ltd . 
Executive Of f icer 
Regional  Executive for  Singapore 
General  Manager,  Singapore Branch 
西尾　幸恭

明けましておめでとうございます。シンガポール

日本商工会議所の会員の皆様に、日本人会を代

表してご挨拶を申し上げます。

昨年もシンガポール日本人社会の皆様より日

本人会に対しまして格別なご厚情を頂き有難うご

ざいました。紙面をお借りして御礼申し上げます。

皆様方のお陰をもちまして、2013年日本人会の

活 動 は 活 発 に 行 な わ れ ま し た 。 チ ン ゲ イ パ レ ー

ド、日本語スピーチコンテスト、運動会、夏祭り、

オープンハウス等々、意義深い行事が1年間絶え

間なく行なわれました。婦人部が中心になって行

なったチャリティ活動、ボランティア活動もシンガ

ポール社会から大きな評価を頂きました。こうした

活動が滞りなくできるのも日本企業、そして皆様

お一人おひとりの日本人会に対するご理解とご支

援の賜物です。衷心より感謝申し上げます。

　　

日本とシンガポールの関係はこの上ない良好

な関係が続いています。この様な磐石な二国間

関係の構築や、日本人社会に対する高い評価を

獲得する迄に は、歴代の 日本大使を 始め とする

政府関係者の方々の多大なご尽力があったこと

はもちろんですが、日本商工会議所のシンガポー

ル基金を中心とする様々な活動や、日本人会の

ボランティア・チャリティ活動、文化・スポーツ交流

等々、諸先輩方による日本人社会挙げての活動・

活躍が大きな役割を担ってきたことも間違いありま

せん。

　新年を迎え、私たちはこうした先人の方々の

ご尽力、そしてその結果として、現在の安全で快

適なビジネス・生活環境があることを今一度思い

起こし、またその様な環境を提供してくれているシ

ンガポール政府や国民に対する感謝の気持ちを

新たにすることが大切だと思います。今年も、企

業活動を通じた経済面での貢献のみならず、両

国社会の相互理解と交流の更なる深化に向けた

活動に、個人として、また団体としても一層注力し

て行くべきではないでしょうか。

日 本 人 会 は 1 9 5 7 年 、 5 6 年 前 に 再 発 足 し ま し

た 。 戦 前 に 遡 る と 、 1 9 1 5 年 に 設 立 さ れ ま し た の

で、来年に100周年を迎えます。しかしこの間に

は、1941年の戦争による閉鎖があり、戦後日本人

が再びシンガポールに戻って、日本人会を再発

足させるまでに16年間の空白期間があります。こ

のような空白期間が将来二度と生じないことを願

いながら、日本人会は多くの地域交流活動を行っ

ており、今後とも日本、シンガポール両国の友好

関係維持に大いに役立つ存在であり続けたいと

念じております。本年もシンガポール社会との交

流に対する皆様の変わらぬご理解とご支援を賜り

ますようお願い申し上げます。

最後になりましたが、シンガポール日本商工会

議所の益々のご発展と会員の皆様のご多幸とご

健勝を心よりお祈り申し上げます。

1 : 新年にあたって
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新年の御挨拶
駐シンガポール共和国日本国特命全権大使
The Ambassador Of  Japan To Republic  Of  Singapore
竹内　春久

謹んで新年の御挨拶を申し上げます。

昨年１０月の着任以来３ヵ月が経ち、日々シン

ガポールの発展ぶりを実感するとともに、日本とシ

ンガポールが幅広い関係を築いているとの印象を

受けております。昨年５月のリー・シェンロン首相

の訪日や同年７月の安倍総理の当地訪問といっ

た両国首脳間の頻繁な往来に代表される両国政

府間の友好関係、独立以来の経済発展の一翼と

して、日系企業の皆様がシンガポールの官民との

間で培われてきた信頼関係、更には文化・観光な

どあらゆる面での活発な交流を通じた日本・シン

ガポールの国民レベルでの良好な関係、これらは

先達の皆様のご尽力の賜物であると、日々感謝

の念を強めているところでございます。

さて、これまで我が国は、バブル崩壊以降２０

年にわたって国内経済が低迷し、２０１１年には東

日本大震災が発生したほか、内外の様々な大き

な課題に直面しておりました。しかし、昨年に入っ

てようやく、第二次安倍政権による、いわゆるアベ

ノミクスによって国内経済が再始動し、我が国が

アジア屈伸の先進国として国際舞台に返り咲くた

めに必要な内外・各方面の課題へ対処や、さらな

る飛躍のための足場固めが着々と進められてお

ります。そして昨年は、２０２０年のオリンピック開

催地として東京が選ばれました。４９年前の第一

回東京オリンピックは、日本に高度成長時代をも

たらしました。第二回東京オリンピック開催の決定

は、インフラ整備、観光など幅広い分野にも良い

影響を与え、マクロ経済についても、１５年続いた

デフレ、縮み志向の経済を払拭する起爆剤となり

得るでしょう。

また、昨年は、日本・ＡＳＥＡＮ友好協力４０周

年の年でした。日本とＡＳＥＡＮとの交流は１９７３

年に設立された日本・ＡＳＥＡＮ合成ゴムフォーラ

ムに始まり、アジア地域の平和と安定、発展と繁

栄のために協力関係を築いてきました。昨年末に

東京で開催された日本・ＡＳＥＡＮ特別首脳会合

でも、日本とＡＳＥＡＮのパートナーシップのさらな

る 強 化 が 確 認 さ れ た と こ ろ で す 。 ま た 、 日 本 と

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ は、ビジネスパートナーとしても緊密な

関係を築いてきました。２００１年には１３．２兆円

であった日本とＡＳＥＡＮの貿易総額は、２０１１年

には１９．８兆円、そして、２０１２年には、２０．６兆

円まで拡大しました。対ＡＳＥＡＮ直接投資額残

高も同様に２００１年末の３．７兆円から２０１２年末の１

０．６兆円に増加しています。

ＡＳＥＡＮと我が国は強い友好関係で結ばれた

頼れるパートナーです。日本とＡＳＥＡＮの友好関

係は、今後の日本経済の対外拡張の礎です。活

力に満ち溢れたＡＳＥＡＮの国々の成長を上手く

取り込むことができれば、我が国の国内経済にも

プラスの効果が期待できるでしょう。また、シンガ

ポール経済も、ＡＳＥＡＮ経済の成長の上に成り

立っています。ＡＳＥＡＮの成長なくして、シンガ

ポールの持続可能な経済発展はあり得ません。

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ の成長は、我が国のみならずシンガポ
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ールにとっても重大な関心事です。

急速なＡＳＥＡＮの成長を支えるためには、電

気、水道、道路、鉄道、港湾、空港といった産業

インフラの整備が各国で進められなければなりま

せん。シンガポールは世界有数のインフラを保有

する国ではありますが、エネルギーコストが高いと

い う 問 題 を 解 決 す る 必 要 が あ り ま す 。 ま た 、

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 域内での経済活動をより活性化するた

めには、国境をまたぐ物流・交通インフラを整備

し 、 各 国 制 度 の 連 結 性 向 上 を 図 る 、 す な わ ち

「 Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 連結性強化」が進めなられなければ

なりません。日本には、エネルギー不足や公害な

ど様々な制約を克服しながら、高度経済成長を成

し遂げた経験があります。第一回東京オリンピッ

クの年には、世界初の高速鉄道である「新幹線」

を開通させ、その後約５０年もの間一人の死傷者

も出すことなく運行し、日本のインフラ技術の高い

信頼性を証明し続けています。シンガポールをは

じめＡＳＥＡＮ各国で進められるインフラ整備や都

市開発、エネルギー・環境問題の解決に、日本が

これまで培った技術と経験で貢献し、日本とＡＳＥ

ＡＮの国々との絆がより強まるよう、民間企業の皆

様と一体となって取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

観光・文化交流といった経済分野以外の人的

な交流も重要です。昨年の夏には、タイ、マレー

シアの皆様が日本を観光で訪問される際のビザ

が不要、ベトナムとフィリピンの皆様にも数次ビザ

1 : 新年にあたって

の 発 給 が 可 能 、 イ ン ド ネ シ ア の 皆 様 の 滞 在 可 能

期間も延長となり、日本へ来て下さる観光客も大

幅に増加しました。第二回東京オリンピック開催も

決定しましたし、暫くは円安傾向も続きそうですの

で、これからも日本への訪問客は増えていくもの

と期待されます。実際、最終的な統計は未だ出て

いませんが、昨年のシンガポールからの訪日客数

は過去最高となる見込みです。東日本大震災か

らの復興を見事に成し遂げた日本の姿を、世界

の中心で活躍する日本の姿を世界中の人々、特

に東日本大震災の際に世界各国に先駆けて救助

隊 や 救 援 物 資 を 提 供 し て く れ た シ ン ガ ポ ー ル の

人々に対して力強く発信し、感謝の気持ちを表し

てまいりたいところです。

日本とシンガポール、日本とＡＳＥＡＮの良好な

関係を反映し、シンガポールの在留邦人の数は

この４年増加傾向にあり、現時点の在留邦人数は

既に２万８千人を超えております。シンガポールを

はじめＡＳＥＡＮの方々の日本との友情を大切に

し、さらに良い関係を発展させるべく、皆様のお

力になれるよう館員一同尽力する所存です。

本年が皆様にとり、公私とも良い年になりますよ

う、改めて皆様のご健康とご多祥を祈念するととも

に、被災地の一日も早い復興と日本のさらなる発

展を心から願い、新年のご挨拶といたします。
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シンガポールの魅力探し
JCCI理事
Kikkoman (S)  P te Ltd
General  Manager
林　久 順

皆様、新年明けましておめでとうございます。

2012年8月にシンガポールに赴任し、早1年半

が過ぎようとしております。JCCIには今年の7月か

ら参加しております。私は入社試験時から海外勤

務を希望していたためか今回のシンガポール赴

任が3カ所目の海外勤務となります。ここに赴任前

の約８年間は、国内業務であったため、シンガポ

ール赴任を聞いて、「東南アジアの都会風の小さ

な国？」程度イメージを想像していましたが、実際

に来てみて、物価の高さと中華系の影響の強さ、

また、日本人の多さに驚いております。

弊社はしょうゆの製造会社であり、親会社の方

針もあり、工場見学用ホールを持ち、積極的に工

場見学を受け入れております。昨年はローカルの

団体を含め約60団体のお客様の見学を受け入れ

ました。特に、2011年以降、日本の中高校生の修

学旅行での見学が増え、春と秋のピーク時には1

週間毎日見学対応をしている状況です。

見学のQ&Aでは、弊社の仕事に関係ないこと

でも質問を受けるため、生徒さんからの突飛な質

問の他に、「最近の子は、海外に行くことに消極

的なので、行きたくなるような魅力的な話をして欲

しい。」と先生からリクエストを受けることが多く、バ

ブル時代に入社した私としては「海外に行きたく

ないんだ？」と驚いています。また、生徒さん一人

ひとりの興味、考え方も違うのでは？と考えると、

非常に難しいリクエストだと思います。

現 在 の 持 ち ネ タ は 一 つ で 、 以 前 、 ブ ラ ジ ル 、

アメリカの日本人がほとんどいない所に赴任した

時、それぞれ現地のローカルサッカーチームに入

れてもらい、サッカーを通して近所付き合いを増

やしたことや、言葉がそんなに話せなくて目指す

ものが同じであればボール一つを通してチームプ

レーが出来たという内容のものです。しかし、残念

ながら、当地シンガポールでのネタがまだありま

せん。

これからは、せっかくシンガポールに来て下さ

った生徒さん達に、「シンガポールに来たくなるよ

うなご当地ネタ、シンガポール・バージョン」を紹

介し、日本人の若い世代により多くのシンガポー

ルファンを増やし、将来日本とシンガポールの良

い関係を築いてくれることに繋がればと勝手な思

いを抱いております。それには、私がまずシンガ

ポールをもっと知らなればと思っており、諸先輩か

らいろいろ学びたいと思っております。

　 本 年 も 皆 様 に と っ て 、 有 意 義 な 一 年 と な り ま

すことを祈念しております。

 

新年随想
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会員の皆様、新年あけましておめでとうござい

ます。

シ ン ガ ポ ー ル の お 正 月 は 季 節 感 が な い せ い

か、また日本のように新年番組がないせいか今一

つ盛り上がりに欠けますが、如何お過ごしでしょう

か？

さてご依頼でもございますのでかなり私的要素

が強くなりますが、2014年を迎えて今後のシンガ

ポール経済の行く末と日本経済の行く末をマクロ

的、および定性的に占って所感を述べてみたいと

思います。

1　シンガポール経済

小生は2度目の駐在ですが、前回の2001年と

比べ、やはり着実にこの国の経済は伸びて来たと

感じています。具体的には我々庶民が肌で感じる

物価上昇率です。ちょっとした贅沢品、例えば日

本食もその一つでしょうが、レストランの価格は明

らかに1.5倍から2倍になって来たと痛感していま

す。その種類、店舗数もかなりの勢いで伸びてお

りますが、通貨安のインフレと違い、ここまで伸び

て来た国を見つけるのはかつての「Ｊａｐａｎ　ａｓ Ｎｏ.１」

と持てはやされた日本以外はないのではないでし

ょうか？

不動産やホテルも1．5倍から2倍です。賃貸費

用の高さにはただただ驚くばかりです。

しかしながら比較対象が10年以上前ということ

を 考 え る な ら ば 年 率 6 ～ 7 ％ の 伸 び で 2 倍 に な る

のは当たり前で、当然の事と言えるでしょう。倍に

なったと驚くより、この国はきちんと計画経済を全

うして来たと称賛を与える事が先決かもしれませ

ん。

それでもまだ通常にはない驚きを感じるのは何

故でしょう？　バブルを経験した我々日本人がそ

れでも驚愕を感じるのは何故でしょうか？　6～7

％の伸び以上を肌で感じるのは、、、、、。

銀座の高級鮨屋が次々進出して日本の数倍の

価格体系を維持しながらも大繁盛、客は日本人

以外。セントーサ島の外国人土地購入が許された

一軒家が20～30億円で完売。

日本のバブル時代でも見たことないような現象

が次々起きております。カジノもラスベガスを抜き

世界一。元を辿れば全部、中国マネーに起因し

ているらしいですが、見事にこの“外資導入”を成

功させています。先般安倍首相が来星された時

にも「日本にも積極外資導入を」と訴えたフレーズ

が印象的でした。シンガポールはいろいろな意味

で“外資導入”をうまく使いこなしてきた国の一つ

と言えるでしょう。それは類似した文化を利用し、

少数人口、厳しい管理の上に成り立ってはいるの

でしょうが、見事だと言わざるを得ません。

理想国家と言っても過言ではないでしょう。そ

の安定性、安全性、信頼性がさらに欧米諸国から

高く評価され、相乗効果を生んできたのも事実で

す。

将 来 に 渡 っ て 唯 一 心 配 が あ る と す れ ば 、 そ の

基盤が“中国からの外資導入”にかなりの部分を

依存している点です。中国がくしゃみをすれば、、

、、。ということにならないのを願うばかりですが、

2 : 新 年随 想

シンガポール経済と日本経済の今後の行く末
（マクロ的且つ定性的分析)

JCCI理事
Mitsubishi  Chemical  Singapore Pte Ltd
Managing Direc tor

末延　幸辰
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一方で中国経済が傾いた時には世界各国が影響

を受ける状況を鑑みるとシンガポールだけ心配、

不安だということにはならないとも言えるでしょう。

シンガポール政府の分析力、計画経済力には

ただただ脱帽です。今後とも世界各国から高い評

価を維持し続けることでしょう。

2　日本経済

それでは我々の国、日本はどうでしょう？　バ

ブル崩壊を経験しながらも引き続き世界からは最

近のシンガポールほどではないでしょうが、そこそ

こ安定性、安全性で評価を受けつつ、こじっかり

成長を続けているように感じます。その背景には

技術力、金融力が支えているのは紛れもない事

実ですが、反省と対策をいち早く実行する国とし

て評価を受けているのではないでしょうか？　ア

ベノミクスは世界用語となり、かなり持てはやされ

ていますし、「Ｊａｐａｎ　ａｓ　Ｎｏ１」の内容とは若干

違いますが、世界に影響を与えたことは誠に喜ば

しい限りです。さてこれをどうやって維持拡大して

いくかがカギですが、日本政府は向こう7年間日

本経済の成長を確信したのではないでしょうか？

2014年の8％消費税導入、仮需の発生とそれ

なりのインフレが発生するのは間違いなく成長路

線を維持できるでしょう。その後に続く10％消費

税導入、これも同じ効果が期待できますが、来年

ほどではなく効果は半減するでしょうが、ＧＤＰの

伸びは現在よりは大きいと思われます。そうこうし

ているうちに2020年のオリンピック経済効果が鮮

明になり、2019年あたりは活況を呈するのではな

いかと思います。オリンピック経済効果は歴史が

証明していますし、確実です。日本政府、および

経済界はこのシナリオがもう既に描けていることで

しょう。

正月早々少々暗い話になりますが、一方でオ

リンピック翌年は経済停滞、もしくは不況になるの

も 歴 史 が 物 語 っ て い ま す 。 ア ベ ノ ミ ク ス 、 消 費 税

導入といった“テクニック”で引き延ばした日本経

済をうまくオリンピック経済につなげることに成功

した？日本は世界でも称賛されるでしょうが、基

盤が脆弱、実体経済がどこまでついてくるかとい

った不安を抱えながらの引き延ばし作戦ですから

2021年はその不安材料が一気に出なければ良

いがと危惧するばかりです。

シンガポールのように中国に依存する分が大き

いもののシンガポールだけが不況になる事態を避

けていることを考えると日本も2020年前には次の

何らかの経済効果を考える必要があると思われま

す。まだ時間がありますので政府、経済界に任せ

るだけでなく皆様も日本だけが不況にならないた

めの施策をこのお正月に考えて見ては如何でしょ

うか？

最後になりましたが、皆様方の益々のご活躍、

ご家族含めた皆様のご健勝を祈念して新年の挨

拶とさせて頂きたいと思います。本年も宜しくお願

い申し上げます。
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アジアの上空から人工衛星の話でも
JCCI理事
Mitsubishi  Elec tr ic  Asia P te Ltd
Managing Direc tor
萩 原　稔

会員の皆さん、新年明けましておめでとうござ

います。昨年4月にシンガポールに赴任し、早9ヶ

月が経過いたしました。今回の赴任は自身5回目

の海外勤務であり、シンガポールというアジア経

済の中心地に居を構えつつ、ASEAN諸国を中心

にアジア・オセアニア域内を飛び回っております。

本稿を執筆している今も機内におり、現在マレー

半島上空辺りでしょうか。

2013年を振り返ってみると、未だ震災の余波を

引きずる福島原発の汚染水問題や、アメリカ政府

機関の一時閉鎖など決して平穏とは言えない話

題が続く一方で、アベノミクスによる景気回復の兆

しが見えてきたことや、2020年の夏季オリンピック

開催地が56年ぶりに東京に決定するなど、日本

が再び世界での存在感を示すような出来事もあり

ました。本稿を御覧の方の中にも、1964年の東京

五輪を競技場で実際に見られた方や、テレビにか

じりつきになって見たという記憶をお持ちの方もい

らっしゃるのではないでしょうか。

　

さて、このような世界中の人が見るテレビ番組

がどのように配信されているか皆さんご存知でしょ

うか。実は放送配信の一翼は人工衛星が担って

いるのです。人工衛星と一言にいっても色々な種

類があり、地球の表面を高精細のデジタルカメラ

で撮影する観測衛星や、毎日の気象情報を収集

する気象衛星、皆さんの位置を正確に把握する

GPS (Global  Posit ioning System) 衛星、そし

てブロードバンド通信・テレビ放送の中継器となる

通信放送衛星など、用途・利用方法は様々です。

現在、東南アジア諸国においては経済の発展

とともに、これらの人工衛星需要が高まってきてお

ります。例えば観測衛星は、地図の作成といった

一 般 的 な 利 用 方 法 か ら 、 災 害 監 視 、 環 境 調 査 、

農水産業管理、安全保障など国家にとって大事

な情報を得るために活用されており、既に中国・

インドは自国で衛星を開発し利用しています。一

方で他の東南アジアの新興国は、自国の衛星を

保有、活用するための資金や技術力が不足して

いる状況もあり、日本も含めた先進国が官民一体

となって新興国の衛星保有とその活用に協力して

います。

またGPS衛星については、2010年に準天頂衛

星初号機（みちびき）が種子島宇宙センターから

打 ち 上 げ ら れ 、 技 術 実 証 ・ 利 用 実 証 を 実 施 中 で

す。この衛星は、従来米国のGPS衛星を利用して

いた衛星測位サービスを補強・補完するもので、

日本のほぼ真上に衛星が位置するその特性を活

か し 、 ビ ル や 遮 蔽 物 に よ っ て G P S 衛 星 か ら の 電

波を受信できない地域でもサービスを利用するこ

と が 可 能 と な り 、 現 状 数 十 メ ー タ ー レ ベ ル で あ る

GPS衛星の位置測定誤差を、センチメーターレベ

ルの範囲まで向上させることにより、様々な社会

的効果を産みだすことが期待されています。この

準天頂衛星は2018年までに3機が追加で打ち上

げられて、実用が開始される予定となっており、そ

の広い軌道位置特性から、日本のみならずアジ

2 : 新 年随 想
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ア・オセアニア地域にも効果の波及が期待されま

す。さらに通信衛星についても、東南アジアにお

ける携帯・ブロードバンド通信・衛星放送利用者

の拡大に伴い、アジア各国の通信・放送事業者

がより大容量、高機能な通信衛星の保有を欲して

おり、当社も2011年にアジア地域最大の通信企

業であるSingTe l社と、台湾中華電信との合弁会

社に「ST-2」と呼ばれる通信衛星を納入しており

ます。

このように経済と技術の発展に伴い、東南アジ

ア諸国がより便利かつ安全な国々へ進化を遂げ

る中で、地上からのみならず、遠く離れた宇宙か

らも日本の技術がこの地域の発展を支えているの

は、知る人ぞ知る事実でありますが、これら日本

の先端技術を用いて、今後ともより一層、東南ア

ジアと日本の協力関係が強固になっていくことを

期待し、その一翼を商工会議所の皆さんとともに

担っていきたいと思っております。

最後になりましたが、皆さんにとって本年が健

康かつ明るい年となりますよう、心から祈念し新年

のご挨拶とさせて頂きます。本年もどうぞ宜しくお

願い致します。
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2 : 新 年随 想

新年にあたり
JCCI理事
Mitsui  & Co.  (Asia Paci f ic)  P te.  Ltd . ,  Singapore Branch
General  Manager 
村上　雄二

皆様、新年明けましておめでとうございます。

新 年 の 門 出 に 当 た り 、 謹 ん で 御 挨 拶 を 申 し 上

げます。シンガポール商工会議所の皆様におか

れ まし て は、つつがな く新年を お迎え のこととお

慶び申し上げます。

2013年4月にシンガポールへ着任しましたが、

人口増加と生活水準の上昇に伴い、当国を中心

にASEANの地域が世界経済を牽引する成長エン

ジンとなっていることを日々実感しております。拡

大・多様化するニーズを着実に捉えたビジネスを

創造し、この地域の更なる発展に寄与していくこと

が、この地に活動の場を与えられた我々の責務だ

と考えております。

例えば、昨年、当社はマレーシア国ジョホール

州メディニ地区の都市開発を担うメディニ・イスカ

ンダール・マレーシア社に出資参画致しました。

メディニ地区はマレーシア政府が開発を主導する

イスカンダール開発計画のエリア内にあり、シンガ

ポールからのアクセスも良く、今後発展が見込ま

れる注目度の高い地域です。同地区では不動産

開発・インフラ整備を行い魅力的な街づくりを目

指しております。また、各企業様の優れた技術・

サービス機能を統合し、スマート化の基盤を設置

していくことで新たなサービス事業を創出し、持続

的な経済発展に寄与して参る所存です。

ま た 、当社はメディカル ・ヘル ス ケア事業を 注

力 領 域 の 一 つ と 位 置 付 け 、 2 0 1 1 年 7 月 に I H H 

Healthcare社に出資以降、病院事業の成長支援

と、病院を取り巻くサービスの拡充に取り組むべ

く、IHH Healthcare社傘下のシンガポールの病

院で、現地患者や、より良い医療サービスを求め

て 国 境 を 超 え る 患 者 に 対 し て 、 優 れ た 日 本 の 高

度先進医療技術を紹介することにより、そのグロ

ーバル化に貢献していきたいと考えております。

さて、ASEAN経済共同体の設立を翌年2015年

末に控え、2014年は益々活発な議論が展開され

るものと考えております。非関税障壁の撤廃等、

統合が困難な課題も存在しておりますが、当商工

会議所として一致団結し、各政府機関や経済団

体・業界団体との交流等を通じて、日系企業によ

ってよりよいビジネス環境が整備されるよう貢献し

て参りたいと考えております。

最後になりましたが、当商工会議所が今後とも

有意義な活動を継続するために会員皆様からの

御支援・御協力をお願い致しますと共に、関係者

皆 様 の 益 々 の ご 健 勝 を 心 か ら祈 念 し て 、 新 年 の

挨拶とさせて頂きます。
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新年随想
JCCI理事
NEC Asia Paci f ic  P te.  Ltd .
Chief  Executive Of f icer
松木　俊哉

会 員 の 皆 様 、 新 年 明 け ま し て お め で と う ご ざ

います。今年もよろしくお願いいたします。

私は昨年4月にシンガポールに参りましたが、

ここまでの9か月は本当にあっという間でした。

イ ン ド ネ シ ア 、 ロ ン ド ン に 続 い て ３ 度 目 の 海 外

駐 在 で す が 、 今 回 は 特 に 時 の 経 過 が 早 く 感 じ ら

れたような気がします。（歳をとったということでし

ょうか．．．）

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 諸 国 、 特 に こ の シ ン ガ ポ ー ル の ス ピ

ー ド 感 、 力 強 さ を ひ し ひ し と 感 じ つ つ 、 乗 り 遅 れ

ぬ よ う 日 々 必 死 で 走 っ て い る と い う の が 偽 ら ざ る

実状です。特に２０１５年をターゲットとしたＡＳＥＡＮ

コネクテ ィビテ ィ構想には、シン ガポール のみな

らず、ＡＳＥＡＮ各国にさまざまな変化をもたらす

で あ ろ う と 予 測 し て お り 、 期 待 を 寄 せ て い ま す 。

我 々 外 国 人 を 含 め た 人 々 の 生 活 や 環 境 、 労 働

力 の あ り 方 な ど に も 、 さ ま ざ ま な 影 響 が 出 て き そ

うです。このような変化の時期にこの地に赴任し

て い る こ と を 幸 運 に 想 い つ つ 、 ま た プ レ ッ シ ャ ー

も そ れ 以 上 に 感 じ つ つ 、 日 々 を 過 ご し て お り ま

す。

さて昨年を振り返りますと、大変痛ましい自然

災害が日本含むアジア各地でおきました。とりわ

け フ ィ リ ピ ン は セ ブ 島 沖 の 地 震 、 台 風 1 2 号 と 3 0

号 に よ る 洪 水 等 、 度 重 な る 災 害 で 大 変 な 被 害 を

受 け 、 今 も な お 苦 し ま れ て い る 被 災 者 が 多 数 お

られます。会員の皆様の関係者にも被害に遭わ

れた方がおられるかもしれません。心よりお見舞

いを申し上げます。

シンガポールでも６月、ヘイズによる大気汚染

が 深 刻 化 し ま し た 。 私 は 前 述 の と お り 、 イ ン ド ネ

シ ア の 駐 在 経 験 が あ り ま す の で 、 あ る 程 度 は 免

疫があると思っておりましたが、実際に真っ白で

数メートル先も見えない状態を目の当たりにし、

当時は大変狼狽しました。しかしながら、後に中

国やインドの大気汚染が同等或いはそれ以上で

あ る と 聞 き 、 ア ジ ア に お け る 環 境 問 題 の 現 状 を

身 に し み て 感 じ る こ と と な り ま し た 。 企 業 と し て も

個人としても、この問題を避けて通るわけにはい

かないと改めて考えさせられた出来事でした。

苦 し い こ と も あ り ま し た が 、 一 方 で ア ジ ア に 住

む 者 の 芯 の 強 さ も よ く 分 か り ま し た 。 苦 境 か ら 立

ち直る粘り強さ、折れない心には大変感じ入るも

のがあります。そしてお互いを気にかけ、助け合

う温かい心。日本も含め、アジア人に共通のマイ

ンドとして大事にしていきたいものです。

人種も言語も歴史も宗教も異なる国々の集合

体 で あ る Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 。 違 い を 認 識 し 相 互 に 尊 重 し

あ う こ と も 勿 論 重 要 で 且 つ 難 し い こ と で す が 、 逆

に ア ジ ア 人 と し て の 共 通 項 を お 互 い に 認 識 す る

ことも大変重要なのではないかと思います。私た

ち 企 業 人 は そ れ ぞ れ 分 野 や 立 場 は 違 え ど 、 各

々の企業行動を通じて人々をつなぎ、次世代の

アジアを構築していく使命負っているのだと考え

ます。
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2 : 新 年随 想

２０１４年は冬季五輪やサッカーＷ杯が開催さ

れ る 年 で す 。 私 は ス ポ ー ツ 観 戦 が 趣 味 な の で 、

今 か ら 大 変 楽 し み で す 。 是 非 前 向 き な エ ネ ル ギ

ー に 満 ち 溢 れ た 、 明 る い 年 に な っ て ほ し い と 切

に願っています。

末筆ではございますが、本年が会員の皆様に

と っ て 、 実 り あ る 良 き 年 と な り ま す よ う 、 お 祈 り 申

し上げます。
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2014年を迎えて
JCCI理事 
SOJITZ ASIA PTE.  LTD.
Managing Direc tor
吉村　利治

明けましておめでとうございます。

皆様におかれましては、当地や近隣国で、ある

いはご家族とともに日本で思い思いの新年をお迎

えのこととお慶び申し上げます。

２ ０ １ ３ 年 ３ 月 末 に 、 個 人 的 に は ３ 度 目 と な る

ASEAN国、当地シンガポールに着任し９ヶ月が

経 過 致 し ま し た 。 約 1 0 年 ぶ り の 今 回 の 駐 在 は 、

市場としての力強さを年々増していくアジアの活

力に直に触れながら、また、更なる発展の余地と

も解釈しうる政治や経済基盤等に関わる未成熟

で不安定な側面も時には垣間見つつ、地域全体

の成長と将来への更なる期待を実感する日々で

す。ASEANの中心国であるシンガポール自体に

関しても、先進国としての着実で安定的な成長を

志 向 し つ つ も 、 変 化 を 厭 わ ず に 周 辺 国 を 巻 き 込

みながら発展の果実を着実に取り込む仕掛けを

次々に推進し実行する国家運営の舵取りや思い

切りのよさには驚かされることが多く、また、成長

機会を創出・捕捉して具体的に国益につなげて

いく方法やプロセスついては、感心させられる発

見も多々ありました。

勿論昨年も、長引く欧州経済の停滞や、結び

つきが強まっている中国経済の減速（それに先行

き不透明感）による域内の、特に輸出産業への影

響、また、記憶に新しいところでは米国の緩和政

策縮小観測等を端緒に、世界の成長ドライバー

とされたアジア域内国においても資金流出の動き

が顕在化するなど、世界全体で経済的な連関と

相互依存が強まっている中、より重要な位置づけ

を担う様になったアジアへの影響も見られました。

　各国、そして地域としての耐性や連携を問われ

る調整局面は今後も随時出現するとは思われま

すが、中長期的な実体経済の成長と域内の発展

に寄与する機会の存在は各位見解を一にすると

ころかと思います。

日本を含めた関係に目を向けると、TPP交渉が

大詰めを迎え、また、インフラ開発支援に向けた

官民連携体制・姿勢も強化され、裏付けとなるア

ジア域内各国での協調活動等を具現化していく

環境にあって、母国日本は自国の立ち位置と地

歩を固めつつASEANを中心とするアジア各国の

よき隣人、そして経済・文化両面でのよきパートナ

ーとして地域全体の発展にもつながる貢献を継続

する役割がますます重要になってくるものと思わ

れます。

その中にあって、シンガポール日本商工会議

所メンバー各位が責務の一端をそれぞれの形で

担い続ける一年となることを祈念しております。

本年も会員の皆様にとって幸多き一年となるこ

とを願いつつ、新年のご挨拶に代えさせていただ

きます。
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二度目のシンガポールにて思うこと。。。
JCCI理事 
Toyota Motor Asia Paci f ic  P te Ltd
Senior  V ice President

稲垣　幸一郎

皆さん、明けましておめでとうございます。新人

理事気分がまだ抜け切れず、なかなかお役に立

て て い な い 状 況 で す が 、 ま ず も っ て 昨 年 一 年 お

世話いただいたことに対しましてお礼申し上げま

す。　　

新たな年を迎えるにあたり私なりに昨年を振り

返ってみますと、天災による被害や領土問題のく

すぶりはあるものの、日本の産業界全体では笑顔

が戻り始めた年であったような気がします。2008

年のリーマンショック以降、出口が見えないままト

ンネルの中をさまよい続けていた日本ですが、新

政権のリーダーシップの下、立ち直りの糸口をつ

かむことができたのではないかと思います。それ

とは別に我々の身近でさらに喜ぶことができたの

は 、 『 お ・ も ・ て ・ な ・ し 』 が す っ か り 流 行 語 に な っ

たあの2020年東京オリンピック開催が決まった瞬

間ではないでしょうか。日本時間の9月8日(日)早

朝、私は出張のためシンガポールからの夜行便

で東京に到着し、ホテルにチェックインした直後

にテレビのライブ映像で確認しました。　代表者

たちが歓喜の中で小躍りする姿を見たわけです

が、IOCに対するプレゼンには戦略的で周到な準

備があったことを後で知るにいたり、自分の中でも

熱いものがこみ上げてきて、時差ぼけ解消を忘れ

るほどでした。　

新政権が逐次打ち出す経済政策が奏効し完全

に立ち直るにはまだ時間を要し、一方でTPPを始

めとする自由貿易圏構想の中で競争の雨あられ

にさらされる日本の行方、将来を磐石なものにす

るには、本年を含めたここ数年がひとつの山場で

はないでしょうか。オリンピック誘致のときのあの

代表団がとった準備力・結束力・戦略性を見習っ

て、私自身が会社組織に身を置く者として前向き

に行動することにより周りの環境も好転する、そん

なふうにありたいと願っています。

さて、私がシンガポールに来て早三年が経ちま

したが、実は今回で二度目の赴任となります。仕

事の内容、立場は異なりますが、前回は1999年

から2002年までの4年間、同社の出向員で居まし

た。そこで、この10年強の中で私が感じたシンガ

ポールの変化について少し触れさせて下さい。小

さな島国シンガポール、この十年余りの間で更に

小さく、というか狭くなった印象です。人の多さ、

車の多さを特に感じます。(車が多くなること自体

否定してはいけないのですが。。。笑)シンガポー

ルの若者や家族の行動パターン(楽しみ方)も昔と

違ってきています。バブル期の日本と同様、文化

離れ俗化傾向ということなのでしょうか。　

シンガポールの一人当たりGDPが日本のそれ

を越えた(USドル5万ｖｓ4万)とのニュース報道もあ

り、お金持ちになったシンガポールは転換期にあ

ることを肌で感じます。中長期を見据えたインフラ

整備や都市計画、基幹となるべく産業の育成、延

いては国家全体の成長戦略を首相自ら国民に直

に語り掛ける映像をテレビで見て、同国政府も本

気で転換を図ることの意気込みを感じました。シ

ンガポールがアセアンの中心国であることは間違

2 : 新 年随 想
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いなく、今後もそうあってほしいと思います。　

私が属するトヨタがこの地域でどうあるべきか、

その答えを得る手がかりとしてこのシンガポール

の視点、シンガポールならではの視座があると思

っています。これまでトヨタはお客様がいる各国で

地産地消を目指し現地産業と一緒になって高度

な国産化に対応する国毎の成長戦略を取ってき

ました。その考えは変わらないまでも、近年は一

国を超えた横断的かつ広域な交易によるモノ作り

を図ろうとしています。その際に重要なのは同時

多発的に起こる国毎の状況を的確に把握するだ

けでなく、地域延いては世界を俯瞰し柔軟かつ迅

速に対応方策を立案できることです。そしてこの

ような場を与えてくれるのがこの世界有数の交易

国であるシンガポールであり、そこに統括会社とし

てトヨタが身を置く意味とその中での自分の存在

意義を常に考えていたいと思います。　　　　　　　
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2 : 新 年随 想

新年随想
JCCI理事
Yokogawa Engineer ing Asia Pte.  Ltd .
Managing Direc tor
大竹　眞

会員の皆様、新年あけましておめでとうございます。

毎年、この時期になると「干支」を紐解くことを

楽しみにしています。決して精通している訳では

なく、素人理解ではありますが、この節目の時に

自省する機会としています。

さて、2014年は十干十二支でいうと「甲午(きの

えうま)」になるのですが、「甲」は十干の最初の文

字であり「草木の芽が殻を破って頭を出した象形

文字で、旧体制が破れて革新が始まる」という意

味の様です。「午」は正午という言葉もある通り、

太陽の一番高い時期、即ち頂点に達したことであ

り、ある意味では「反対勢力の高まり」を示すこと

の様です。

ま た 、 五 行 思 想 で は 「 甲 」 は 「 木 」 で 樹 木 の 成

長・発育する様子、「午」は「火」で火の様な灼熱

の性質をあらわす組み合せで「相生：木は燃えて

火を生む」ということの様です。

ちなみに昨年は「癸巳(みずのとみ)」で、「癸」

は十干の最後の文字で最初に戻る直前の変化、

「巳」は冬眠から目覚め脱皮により成長する姿を

現し、五行思想では「水と火」の組み合わせで「相

克：水は火を消し止める」ということの様です。主

要国首相の選挙/交代、日本ではアベノミクス効

果など、当てはまることも多かったように思います。

自己流の解釈ではありますが、2014年は2013

年 に 起 こ っ た 変 化 が 勢 い を つ け て い く の と 同 時

に、新たな変化やその変化への抵抗などもあり、

平穏には過ごせない、ある意味では興味深い年

なのではないかと思っています。

個人的には、昨年、新たな任務を拝命し4月に

着任、シンガポールでの新たな仕事・生活がスタ

ートするという大きな変化がありました。

私の生まれ年1958年は「戊戌(つちのえいぬ)」

で、「戊」は大きな山、「戌」は9月の実りの時期、

ど ち ら の 文 字 も 五 行 思 想 で は 「 土 」 で 「 万 物 を 育

成・保護する性質」を示し「二つ重なる「比和」は、

その性質は盛んになり、その結果が良い場合はま

すます良く、悪い場合はますます悪くなる年回りの様です。

過去は過去としての事実は変えられませんし、

未来はすべてが未知数(R i sk :不確実性)というこ

とは自明のことなのですが、一人一人の力は小さ

いけど未来へは幾ばくかの影響を与えることがで

きると思っています。

シンガポール生活二年目を迎えるに当たり、日

本の様な四季の移ろいが無いシンガポールで年

末 年 始 を 過 ご す 情 緒 に 少 し ば か り 戸 惑 い な が ら

も、恒例の「干支」の紐解きにより、今年も公私と

もに充実した年になるよう、「学問如逆水行舟，不

進則退」の教えの通り前進していく気持ちと、この

ために心身ともの健康を維持するよう心構えを新

たにした次第です。

皆様におかれまして、2014年が素敵な年にな

るよう、またご健勝であられることをご祈念いたします。
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2014年　新年を迎えて
第1工業部会　部会長
IHI ASIA PACIFIC PTE．LTD．
Chief  Operat ing Of f icer
二瓶　清

皆様明けましておめでとうございます。ご家族

と共に健やかな年末年始をお過ごしになられた事

かと思います。

早い物でシンガポールに赴任してから3回目の

新年を迎えました。赴任以来JCCIの皆様方とは、

本当に良いお付き合いをさせて頂いており、この

場を借りて御礼申し上げます。

本日は、まず第一工業部会の活動状況を改め

て皆様にご案内させて頂き、その後、大変僭越で

は ご ざ い ま す が 、 経 済 状 況 等 に 触 れ さ せ て 頂 け

ればと思います。

現在、第一工業部会は107社の企業様に加盟

頂いています。2013年度は、会員企業様に有益

な活動とすること、会員同士の情報交換の場を設

けること、皆様方に参加して頂きやすい活動とす

ること、の三点を念頭に活動して参りました。

代表的な活動としては、年に３回企画している

勉強会・見学会がございます。本年度は7月に観

光流通サービス部会と合同でチャンギ空港の見

学 を 行 い 、 約 4 0 名 の 方 に 御 参 加 頂 き ま し た 。 滑

走路2本を最大限に利用した素晴らしい効率で運

営している点が大変印象に残った他、機内食の

試食等の機会もあり、全日空の本田様のアレンジ

で大変楽しく、参考になる見学会となりました。ま

た、第一工業部会の集まりですといつもは男性ば

かりなのですが、この回では10名もの女性に参加

頂き、華やかな見学会となりました。

11月にも観光流通サービス部会と合同で、ST

エアロスペースとJAL様が運営しているSASCOの

航空機メンテナンス工場見学を行い、こちらは約

30名の方に御参加頂きました。

この見学会はJALの河原畑様のご尽力でアレ

ンジ頂きましたが、飛行機の機体がどの様にメン

テナンスされているのか等、日常では見えない部

分を判り易く解説頂き、非常に参考になりました。

両見学会とも、JCCIの催しに初めて御参加頂

く方が多数含まれ、大変良い企画にできたと思っ

ておりますが、いずれも観光流通サービス部会の

本田様、河原畑様に全てアレンジ頂いたお陰で

ありまして、ここで改めて御礼申し上げる次第で

す。

来年度は第一工業部会で是非アレンジさせて

頂きたく、先般リー・シェンロン首相も参加されて

盛大な開所式を行ったセムコープマリンの新工場

を見学できればと考えております。小生も開所式

に出席させて頂きましたが、シンガポールが世界

に誇る石油掘削リグや浮体式の石油積出装置を

製作する工場です。

なお、2月には、シンガポールにおける日本の

歴史を辿る名所古跡を巡るツアーを企画いたしま

す。まずは一度、お気軽に第一工業部会の催し

に御参加下さい。

勉強会・見学会の他にも、年に4回のゴルフコ

ンペを開催しております。和気あいあいと誰もが

楽しめるハンデを設定し、皆様に優勝のチャンス

が大いにあります。幹事もウェンディさんのお蔭で

負担は全くございませんので、是非、お気軽にご

参加下さい。また、11月に開催された、JCCI企業

対抗コンペにも部会として2チーム（4名）、優勝を

目指して参加しました。残念ながらあと一歩及ば

各部会業界動向 2014
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ず、21チーム中16位・19位と言う結果でしたが、

来年こそは上位入賞を目指し、参加したいと思っ

ております。

次に日本、シンガポール及び周辺諸国の経済

状況について多少述べさせて頂きます。

最近の発表によると（2013年11月現在）、シン

ガポール通産省は、世界経済が今年後半から僅

かながら上昇基調を見せていると指摘し、GDP成

長予想を従来の2.5～3.5％から3.5％～4.0％に

引き上げました。世界経済の改善が進めば、更に

プラスもあり得るとの予測になっています。また、

アセアン周辺各国の成長率もインドネシアが5.3

％、マレーシア4.7％、タイ3.1％、ベトナム5.3％

、フィリピン、ミャンマーがそれぞれ6.8％となって

おり、インドネシア・タイにおいて多少の下振れが

見受けられるものの、非常に堅調に推移している

状況です。この傾向は2014年、2015年も継続し

ていくとの見解が殆どであり、各社様においても

アジアの成長に期待する思いは強いのではない

かと推察いたします。

対して、日本経済の成長率は4四半期連続の

プラス成長で、年率にすると約2％弱の成長が予

想されています。アセアン諸国に比較すれば低い

成長率ではありますが、ようやく着実な回復軌道

に乗ってきたと感じております。そして、日本経済

の成長には日本企業の成長が欠かせず、そして

日本企業が成長して行く為には、アセアン各国の

市場で成長していく必要があるというシナリオは

各社様に共通ではないでしょうか。

また、安倍内閣発足後には、非常に積極的な

外交が実施されており、シンガポールにも安倍首

相を初め、岸田外務大臣他多数の閣僚が来星さ

れましたし、安倍首相はマレーシア、ミャンマー、

フィリピン、ブルネイ、インドネシア等アセアン主

要各国を、時には経済ミッションを伴い訪問頂き

ました。私自身も、ミャンマーでは間近でお話を

伺う貴重な機会を頂きました。官民一体となること

により、成長の歩みはまた着実になるとものと考え

ております。

成長する市場で仕事をさせて頂いている幸せ

を感じながら、小生もしっかり務めて行きたいと思

います。成長するアジアで頑張って参りましょう。

3 : 各部会業界動向 2014
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不利を跳ね返し、有利を活かす
第2工業部会　部会長
Sumitomo Chemical  （Asia Paci f ic）
Senior  V ice President /Head,  Regional  Corporate Serv ices

逆井　洋紀

会員の皆様、新年明けましておめでとうござい

ます。

昨年は、一昨年末に発足した第二次安部政権

の下で、アベノミクスと積極的な外交により、日本

経済もやや活気を取り戻し、またシンガポールを

はじめとする東南アジアにおいても日本の復権が

始まったと言われるほど、再び脚光を浴びるように

なりました。在外で仕事をする一日本人として、同

慶の至りとするところです。

一方、地域経済は、長引く中国経済の減速の

影響を受けて、足元は弱含みの状況が続いてい

ま す 。 小 職 の 属 す る 化 学 工 業 も 、 特 に 基 礎 化 学

品、石油化学品といった分野では、2011年から続

いている市況の低迷からなかなか抜け出せない

厳しい状況にあります。この原稿を書いている12

月初旬時点で汎用合成樹脂の市況に回復の兆し

がみられ始めていますが、本年こそは本格的な立

ち上がりを期待したいものです。

新春を迎え、威勢のよいお話をしたいところで

すが、そうともいかない状況にあります。近年、人

材難とコスト高とがシンガポールの製造業にとっ

て悩みの種となっています。特に、昨年は、外国

人労働者の規制強化に伴いそれまでからも課題

で あ っ た 人 材 確 保 の 困 難 さ に さ ら に 拍 車 が か か

り、また高いユーティリティコストの問題がクローズ

アップされた年になりました。昨年11月の月報「業

界ぷらす１ 化学」の拙文で触れていますので、こ

こでは細かく申し上げませんが、この2点が、製造

業なかんずくジュロン島化学工場の採算を苦しめ

ています。特に製品市場の需給が緩く、市況が低

迷している現時点においては、死活問題といって

も過言ではありません。残念ながら、当地での生

産の停止・縮小などを余儀なくされる会員企業も

出てまいりました。もちろん他の要因も重なっての

ことでしょうが、先に挙げたこともその一因となっ

たことは間違いありません。いずれにしても、これ

まで成長一辺倒であった当地の製造業は、ひと

つの大きな屈折点を迎えているように感じてなりま

せん。

このように生産面では環境が厳しくなりつつあ

るシンガポールですが、強力な交通・物流ネットワ

ークと東南アジア市場へのアクセスの良さ、高ス

キルの多国籍労働力、知財保護、透明性の高い

制度・手続きと政府の機動的な支援、さらに自然

災害の少なさなど、ビジネス環境という意味では、

成長の坩堝にある東南アジアの中でも、群を抜い

て優位性を保っています。シンガポール政府も、

産業構造の一層の高度化を目標に、人材開発や

R&D、知財管理、地域統括ハブといった拠点づく

りのための環境整備を推進するとともに、スペシャ

リティケミカル、医農薬、バイオといった、より付加

価値の高い業種の誘致にも熱心です。

実際、こうした地の利を狙って、当地に、地域

統括拠点や研究開発拠点を設置し、強化する企

業、あるいは新たに進出される企業も増えてきて

います。当第２工業部会の会員数も、2013年11

月現在で113社と、直近のボトムであった2011年

107社から、2年間で6社増加しています。

なお、この地域固有の状況として忘れてならな

いのは、TPP（環太平洋パートナーシップ協定）

交渉以上に当地域への影響が大きいと言われて
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いるAEC（アジア経済共同体）やRCEP（東アジア

地域包括的経済連携）の動きです。2015年を年

限とするAEC実現、RCEP交渉完了に向け、本年

はその具体的な進展が見込まれます。緩やかな

がらも経済共同体化、域内の貿易、資本の自由

化・円滑化が促進されていくことになると予想され

ます。さらには、化学物質管理に関しても、域内

各国の法整備なり国際交渉の動きも活発化してき

ています。これら枠組みの変化を的確にとらえて

いく必要があります。

各企業におかれては、当たり前のことながら、こ

れらの環境変化に対し、不利を跳ね返し、有利な

条件を最大活用するよう、経営を進めてきておら

れます。第２工業部会としては、こうした会員各社

の自助努力を支援する取組みをさらに充実させ

ていきたいと考えています。

これまで、第２工業部会は、会員の皆様への情

報提供と相互懇親の場の提供に主眼を置いて活

動を進めてまいりました。昨年も、2度のセミナー

と2度の施設見学を開催しましたが、加えて、高い

ユーティリティコストの改善を求める要望書をシン

ガポール政府に提出し、その後も大使館や来星

された日本の政府関係者や国会議員の方々にも

本問題へのご理解を要請するなど、少し踏み込

んだ動きをしてみました。

先ほど述べましたように、現在、高ユーティリテ

ィコスト、人材難、さらにはAEC、RCEP、化学物

質管理等々、種々の構造的な変化が我々の周囲

に起きており、また現れつつあります。これらの問

題に対し、第2工業部会としては、会員の皆様へ

の 情 報 提 供 や 意 見 交 換 の 場 を 適 宜 適 切 に 設 け

ていくことはもちろんですが、さらに、産業レベル

で の 取 り 組 み が 有 効 か つ 不 可 欠 と 考 え ら れ る 分

野については、シンガポールの関係諸団体や他

国の商工会議所等との連携も含め、日星両政府

等、外部への発信にも注力していきたいと考えて

います。

第2工業部会は、繊維、化学、食品、硝子、ゴ

ム、ガス、石油、セメント、印刷、紙、塗料など、製

造業を幅広くカバーしている部会です。それぞれ

に抱える課題は多様です。会員の皆様からのご

意見と積極的な参画をいただきながら、内なる議

論を活発にし、外に対して有効に発信する、そう

いう第2工業部会をめざしてチャレンジしていきた

いと考えております。皆様のご理解とご協力をよろ

しくお願いいたします。

結びに当たりまして、今年１年、会員の皆様、

社員そしてご家族のご健勝と各社様のますますの

ご発展を心よりお祈り申し上げます。

3 : 各部会業界動向 2014
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東南アジアの電化 状況；未 来との共存 
第3工業部会　部会長 
TOSHIBA  ASIA  PACIFIC PTE. ,  LTD.
Managing Direc tor

大谷　文 夫

新年明けましておめでとうございます。

昨年6月末よりシンガポールに赴任となり、今年

度第3工業部会長をおおせつかりました。

事務局長を 始めとするス タッ フの 皆様、ま た 、

会頭、副会頭、先輩理事諸氏からのご指導も賜り

ながらこれまで活動を進めて参りました。この場を

借りて、厚く御礼申し上げたいと思います。

最近の電子、電気業界をみていると、韓国勢の

パワーに圧倒されます。携帯電話からタブレット、

家電に至るまで手広くカバーしているので、量販

店でもその存在感がひときわ目立ちます。

今 ま で は 、 車 や 家 電 、 最 近 で は デ ジ タ ル 製 品

の技術開発とともに国が進化してきましたが、いま

や、車が無くとも携帯電話がある時代になってき

ました。もう一歩踏み込むと、電気が無い地域で

も、携帯電話だけは使えるところが出てきました。

東南アジアは、そういう意味では、今まで日本

などがたどってきた成長の歴史を、一足飛びに飛

び越して、その果実を享受している国々が出てき

ているということです。

さて、シンガポールは、もちろん電化率１００％、日

本 よ り 安 定 し た 電 力 供 給 が さ れ て い る 国 （ 電 信

柱 が 無 く 、 地 下 に 電 線 を 敷 設 し て い る か ら か 、

落 雷 に よ る 停 電 が 日 本 よ り 少 な い た め で は 無 い

か と 愚 考 ） で す が 、 果 た し て 東 南 ア ジ ア で の 電

化 率 （ 定 義 は と り あ え ず 、 家 屋 電 化 率 と し ま す ）

は ど れ ぐ ら い か と 申 し ま す と 、 表 １ の 通 り に な り

ま す 。 電化率は、ラオスの様に2005年の48%から

2012年には78%と急速に改善している国もありま

すので、どこの断面で見るかによりますが、資料

は2012年のデータに基づいています。

表１を見ると、やはりミャンマー、カンボジア、ラ

オス、インドネシアの4カ国が、東南アジアの中で

も 、 電 化 率 が 低 い の が 分 か り ま す 。 イ ン ド ネ シ ア

は、ＪＢＩＣが行っている日本企業の海外投資アン

ケート調査結果で、今年は有望国第1位となって

いますので、ちょっと意外な感じも否めません。

最近注目を浴びているミャンマーは、カンボジ

アと並んで電化率が非常に低いのですが、ヤンゴ

ン市内で言えば約70%は電化されているとのこと。

では、快適な生活が保障されているかというと、電

圧と周波数は大きく変動するので、電化製品には

かならず安定機が必要になる上に、特に電力需

給の逼迫する夏には頻繁に停電が発生しており、

ディーゼルエンジンによる自家発電に切り替えて

いるところが多いのが現状です。すなわち、分散

電源ということになります。

ただ、電化されていない地域だと、全く電気が

無いかと言うと、そうでもありません。電力省もな

か な か 送 電 線 を 引 く こ と が 出 来 な い と こ ろ に は 、

再生可能エネルギーを中心とした自立型の電源

を勧めているようです。例えば、小さな水車や、最

近は家庭用の太陽電池にバッテリーを組み合わ

せた簡単なシステムが売られており、それを持つ

ことで、携帯が充電できる、あるいはテレビが見ら

れる、などの恩恵に浴する事ができるようになって

きているところもあるとのことです。ミャンマーは既

に、数年先には、携帯電話のカバー率を9割ぐら

いに上げることを目標にする、と宣言しています

が、さて基地局の電源も再生可能エネルギーでカ

バーするのでしょうか、ね。
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先般、ラオスはビエンチャンを訪問しましたが、

ビエンチャンの街中のレストラン等はもちろん、北

に車で約30分ほどの所にある、川の上にあるレス

トランでさえWiFiのパスワードさえ貰えば、自由に

インターネットに接続できるんです。電化率を云

々している間に、ボートで川下りしながら、LINEで

メッセージや写真を飛ばすことが出来る時代にな

ってるんですね。これはカンボジアでも同じで、今

時の日本より遥かに外国人が、便利に過ごせるん

ですね。

ま た 、 未 電 化 地 域 は （ 一 部 電 化 さ れ て い る 地

域でも）、料理を作るのに薪を燃やしているところ

がほとんどです。この薪を燃やす熱を利用して温

度差発電する調理用のクッキングストーブやお鍋

が あ り ま す 。 発 電 に は レ ア メ タ ル を 使 用 す る こ と

から、コストが高く、非電化地域の方々が簡単に

入手できるということにはなりませんが、いろいろ

な形で貧困対策などで普及が図られ始めていま

す。これらがあれば、それこそ、電気は来ていなく

とも、電化生活（と言っても、USB端子に接続する

LEDランプや、携帯電話の類からでしょうが）が、

始められることになります。

最初に書いたとおり、日本人的には、技術の進

歩とともに未来を切り開いてきたわけですが、彼

の地の人々は、突然進歩した技術によって開か

れた未来と、過去（現状）が共存する世界に生き

ることになります。さてさて、その先にはどういう世

界が広がっていくのでしょうか。

表１；ＡＳＥＡＮ諸国の電化 率

（出典：A Energy e f f ic ienc y conference2012 0731- 0 8 02資料）

3 : 各部会業界動向 2014
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2014年 を展望する
貿易部会　部会長
ITOCHU Singapore Pte Ltd
President & CEO
佐々木　淳一

新年明けましておめでとうございます。

昨 年 は ア ベ ノ ミ ッ ク ス 効 果 で 円 安 、 株 高 が 進

み、日本企業の復活も有りASEANでの日本のプ

レゼンスが高まった1年でした。今年は第3の矢の

成長戦略の実行とその成果を問われる大切な年

です。ASEANにより積極的に生産をシフトする企

業が増え,China plus oneの流れは加速すると思

われます。又ASEANの中間層の消費が拡大する

中、日本ブランドを消費者層により浸透させるチ

ャンスが大きく増えると思います。日本政府がイン

フラ整備を柱にしたPPP案件を推進、支援してお

り、多くの実績を創る事でASEAN諸国との信頼関

係を官民一体で強化出来ると確信します。このよ

うに、ASEANは経済成長の真っ只中に有り、我々

日本企業にとってビジネスの拡大が最も期待でき

るエリアですが、幾つか懸念すべき点も有ります。

先 ず 、 米 国 Q E 3 縮 小 時 期 の 問 題 で す 。 次 期

FRB議長のイエレン氏が緩和出口を何時にする

か？ASEAN通貨(特にインドネシア ルピア) は対

ドル安にどこ迄ふれるのか？ 新興国からの資金

の流出がどれほどの規模になるのか？ 中央銀行

は金利を上げて自国通貨の防衛を図るので、一

時的に経済成長がスローダウンする事になる。こ

れが長期化すると消費が減少し内需に大きな影

響を与える。特に内需が大きいインドネシア、イン

ドは要注意です。

次 に 外 資 規 制 の 緩 和 の 動 き で す 。 多 く の

ASEAN諸国では自国市場を完全に外資に開放

して無い分野が多く有ります。TPP加盟参加国の

ベトナム、マレーシアに対して米国、日本などが

市場解放を迫っており、今後の交渉結果が気に

な り ま す 。 自 国 の 市 場 を 外 資 に 開 放 す る 事 で 競

争 を 生 み よ り 質 の 高 い サ ー ビ ス を 国 民 が 享 受 出

来 る 事 に な る わ け で す 。 自 国 産 業 保 護 政 策 、 失

業 問 題 等 が 絡 み 一 筋 縄 で は い か な い 問 題 で す

が、ASEANの経済発展には欠かせないと思いま

す。

最 後 に 大 統 領 選 挙 が 予 定 さ れ て い る イ ン ド ネ

シア、インドでは誰が大統領になるのか？によっ

て経済政策が大きく変わる可能性が有る点です。

為替政策や外資規制の問題も大きく影響を受け

るので、どの様な舵取りをするのか興味が有りま

す。私見ですが、ポピュリストでは無く、持続的な

経済発展を目指し其の為に抜本的な構造改革を

断行出来るリーダーの登場を期待しています。

以 上 、 簡 単 に 2 0 1 4 年 を 展 望 し ま し た

が、ASEANの経済成長を如何に取り込んで我々

のビジネス発展に繋げるかが益々重要になって

おり、其の為にシンガポールJCCIはハブ機能とし

て役割が増していると思います。

本年もシンガポールでExc i t i n gな仕事が出来

る事を感謝しつつ、2014年がJCCI会員皆様にと

って、益々のご発展の年となります事を祈念して

新年のご挨拶とさせて頂きます。
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2014年　新たな年への期待
金融・保険部会　部会長
Tokio Mar ine Insurance Singapore Ltd.
Managing Direc tor
結城　実

会員の皆様　新年明けましておめでとうござい

ます。

時間が経つのは本当に早く、今年も月報の原

稿を作成する時期になりました。２０１３年１月号の

原稿を作成していたのは、米国ではオバマ大統

領が再選を決め、日本国内では野田首相が衆議

院解散を表明した２０１２年11月中旬頃でした。

振り返りますと当時は、オバマ大統領は再選し

たものの「財政の崖」を回避できるかどうかが最大

の課題であると言われ、また日本国内の総選挙で

政権交代となれば重要施策が見直しとなり、景気

へのマイナス要因になる可能性も指摘されていま

した。

その後、米国ではシェール革命により製造業が

息を吹き返し始めましたが、民主・共和両党の対

立から米政府機関の一部閉鎖に発展。10月中旬

米政府の債務上限引上げを2月初旬まで認め、

政府の一部閉鎖を解消させる法案を成立させるこ

とにより米政府の債務不履行（デフォルト）が回避

されましたが、同様の問題が2月に発生することに

なります。

一方、日本では総選挙で自民党が圧勝し、安

部 首 相 は 大 胆 な 金 融 緩 和 を 始 め と す る 「 3 本 の

矢」の政策を実施。国内の景気は好転し「アベノ

ミクス」は世界中の注目を集めることになります。

安部首相は７月に来星し、1,000名以上の聴衆を

前に講演を行ったことは記憶に新しい所です。ま

た、自らブエノスアイレスでプレゼンテーションを

行 い 、 2 0 2 0 年 オ リ ン ピ ッ ク 開 催 地 の 東 京 誘 致 に

成功するなど、長く続いた国内の沈滞ムードを打

破しつつあることは、多くの人が認める所と思いま

す。

さて、私の会社が所属する保険業界でも最近

大きな動きを予感させる出来事がありました。

金融管理庁（ＭＡＳ）のラビ・メノン長官は、11

月6日のシンガポール国際再保険会議の基調演

説で、ＡＳＥＡＮが保険の包括的な自由化に向け

協議していると明らかにしたのです。2020 年まで

の自由化の枠組みについて、2014年のＡＳＥＡＮ

財務相会議で協議する予定です。シンガポール

は既に世界の再保険マーケットにおいて存在感

を発揮していますが、元受保険業務のＡＳＥＡＮ

域内クロスボーダー取引を可能とすべく、シンガ

ポールがリーダーシップを発揮していくということ

のようです。（お客様（個人・法人）と保険会社との

保険取引を元受契約、保険会社同士の保険取引

を再保険契約と言います）

同長官が発表したスピーチ以外に資料がない

ので、現時点で明確な事は申し上げられません

が、もしＥＵと同じ事を想定しているのであれば、

一定条件の下で例えばシンガポール所在の保険

会社がミャンマー国内の保険を販売することが可

能となります。

私は1998年から5年間イギリスの現地法人に勤

務しましたが、当時ＥＵでこのような自由化が実現

した時期でした。お客様の選択肢も向上しました

が、保険会社のビジネスモデルにも少なからず影

響がありました。

もちろん、ＡＥＳＡＮの目指す経済共同体はゆ

3 : 各部会業界動向 2014
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るやかな統合ですし、対応可能な分野から開始

することが前提なので、ＥＵとは事情がまったく異

なります。従って、制度内容によっては、余り大き

な変化はないということになるかもしれません。

また、保険、特に損害保険においては、多様な

リスクを扱いますので、国が違えば自然災害の状

況や賠償制度なども異なり、このような自由化に

対応するには相応の準備が必要となります。いず

れにせよ2020年はまだ先の話ですが、この動向

には目が離せないと考えています。

また、大きく動いていくＡＳＥＡＮのハブである

シンガポールで今後も仕事ができることを楽しみ

にしています。

最後になりましたが、皆様のご健勝と会員企業

様のご発展を心よりお祈り申し上げます。
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定であり、約80%の世帯が駅まで徒歩10分圏内と

なる見込みです。2012年末よりThomson Lineの

入札が始まっており、韓国、中国、ヨーロッパ、現

地企業などコスト競争力のある企業との激しい受

注競争が続いています。

　

また、8月18日のリー・シェンロン首相による施

政方針演説を受け、CAG（チャンギ・エアポート・

グループ）は、2018年までに第1ターミナルの駐

車場用地約3.5ヘクタールに大規模複合施設を

建設する「Project Jewel」を発表しました。2017

年完成予定の第4ターミナル建設と合わせ、年間

収容能力を8,500万人まで拡大し、「アジアのハ

ブ空港」としての地位確立を目指しています。

また次の第5ターミナルの計画も発表になりまし

た。さらに同施政方針演説の中で、2027年に借

地権の期限を迎えるTanjong Pagarのコンテナタ

ーミナルをTuas地区に移設し、跡地を「サザン・ウ

ォーターフロント・シティ」として再開発することに

ついても触れられています。 

今後の建設市場の動向について
建設部会　部会長
PENTA-OCEAN CONSTRUCTION CO. ,  LTD
SINGAPORE BRANCH GENERAL MANAGER
山下　一志

皆様、新年明けましておめでとうございます。

昨年４月より新しく理事を拝命し、建設部会で

活動をさせていただいております。昨年は現場見

学会（２回）、そして建設セミナー＋部会懇親会を

企画、実施いたしました。本年も皆様のご協力の

下、見学会等を通して会員の皆様の交流を促進

して参りたいと思います。　　　　　　　　　　　　　　

　　

2013年のシンガポールのGDPは、第1～第2四

半期まで対前年同期比1.5%～4.6%成長、第3四

半期は5.1%成長が見込まれており、上半期は比

較的低調な伸び率だったものの下半期には復調

の兆しを見せています。建設投資については第1

～第2四半期までで対前年同期比1.5%～3.7%成

長となっており、全体と比較するとこれまでのとこ

ろやや低調の感がありますが、その分、今後の成

長が期待されます。

■建設市場の動向

シンガポール政府は2030年までに人口を現在

の540万人から690万人まで増加させる方針を掲

げています。同国建設投資の約40%を占める住宅

建設においては、シンガポール島東北部を中心

にHDB発注の工事が引き続き活況を呈していま

す。増加していく人口を支えるため、大型のインフ

ラ投資案件は2014年も引き続き堅調に出件する

ものと思われます。

MRT（Mass Rapid Transit：大量高速交通機

関）においては、2030年までに総延長は現在の

およそ2倍にあたる360km規模にまで拡大する予

3 : 各部会業界動向 2014

Project Jewel　（出典 ： Changi Airport Group）
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■建設産業を取り巻く環境の変化

建設業は労働集約型産業の代表格であり、より

安価な労働力を求めてインド、タイ、バングラデシ

ュ、中国などアジア各国の外国人労働者を大量

に雇用してきました。しかしシンガポール政府は

労働力に占める外国人の割合が3割を超えないよ

うにすべきという基本方針に基づき、2011年より

外国人労働者の削減を狙いとする外国人雇用の

ルール厳格化を進めています。一方、知的労働

に従事する高付加価値人材の受け入れや先進的

技術の開発を促進し、生産性を向上させるための

様々な制度を導入し、在星企業に積極的な取り

組みを求めています。

生 産 性 ･ 技 術 革 新 控 除 （ P r o d u c t i v i t y 　 a n d 

Innovat ion Credit  以下PIC）は、技術革新によ

り生産性や付加価値を高める投資活動を奨励す

るために、2010年度予算案において複数の既存

の優遇税制を統合して新しく導入された優遇税制

です。PICでは、自動化装置の取得または賃貸、

労働開発庁（WDA）または技術教育院（ITE）認

証の社内教育訓練もしくは全ての外部の教育訓

練にかかる費用、事業に使用される知的財産の

取得にかかる費用など6項目について、投資金額

に対して400%を上限とする所得控除が認められ

ているほか、支出額の60%の現金補助金の申請も

出来ます。

建 設 産 業 に お い て も 機 械 化 施 工 の 推 進 や 技

術者の研修育成など生産性を向上させることによ

り、これまでよりさらに高い付加価値を生み出す

事を要請されていると言えます。

ま た 、 B C A （ B u i l d i n g 　 a n d 　 C o n s t r u c t i o n 

A u t h o r i t y ） に よ っ て 指 定 さ れ た 特 定 の 技 能 、

資 格 を 備 え た 労 働 者 を 一 定 数 配 置 す る 義 務 を

課 す こ と で 、 建 物 、 構 築 物 の 品 質 確 保 、 生 産 性

の 向 上 、 技 能 の 伝 承 等 を 促 進 す る こ と を 目 的 と

したCore Trade（Construct ion Registrat ion 

o f 　 T r a d e m a n ） と い う 制 度 が あ り ま す 。 従 来

WorkerやForeman（職長）が対象でしたが、近年

Superv isor（監督）に対しても適用対象とするよう

に範囲が拡大されてきております。建設企業は高

い技能を持つ人材の確保と育成により一層努め、

工事現場の労働生産性を高めなければなりませ

ん。

　

このように建設産業を取り巻く状況は日々変わ

り続けており、今後ますます変化のスピードは早

まっていくものと思われます。しかしこれらの環境

変化に柔軟に対応し、良質な社会インフラを提供

するという使命感を持って、より一層シンガポール

の発展に尽力していきたいと思います。
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新春を迎えて
運輸・通信部会　部会長
Mitsui  O.S .K .  Bulk Shipping (Asia Oceania)  P te.  Ltd .  (商船三井)
Managing Direc tor 
園部　俊行

皆様、あけましておめでとうございます。新春に

あたり、謹んでご挨拶を申し上げます。

2013年日本経済においては、リーマンショック

以降続く不況から、漸く脱却する足掛かりをつか

み、着実に前へ歩み出した年でした。実体経済で

は、未だ業界間、あるいは企業間に格差があり、

地域・国それぞれに沿った成長戦略が必要でしょ

うが、円高是正の影響により輸出関連企業を中心

に幅広い産業で景気回復の兆候が見られる１年

であったことは確かだと思います。

世界経済においても、地域間での濃淡はある

ものの、総じて緩やかな回復傾向にありました。

米国では住宅市場や雇用の回復が消費を下支え

し、緩やかに成長が続きました。欧州では弱い回

復度合いであるものの、輸出の増加や国内消費

の持ち直しにより、景気は底打した感があります。

中国では、輸出や内需が伸び悩み、構造改革を

進 め る 政 府 方 針 に よ っ て 成 長 率 は 鈍 化 し た も の

の、インフラの投資再開による下支え等により経

済成長が続きました。また、アジア域内の新興国

の多くも、景気の減速感はあるものの着実な成長

が続きました。一方でインド・ブラジルなどでは、

米国の量的金融緩和政策の終了時期の思惑によ

り資金流出の動きが起こり、為替株式、債券相場

の下落や金利の上昇、インフレの進行等の景気

減速要因が見られ、不安定さを感じることがありま

した。

私の所属する海運業では、国際的な海上荷動

き量は持ち直しているものの、船腹の供給量がそ

れ以上の増加傾向にあり、需給バランスは均衡せ

ず、海上運賃は引き続き不安定な状況ですが、

一部の運賃市況では幾分回復の兆しが見られ始

めました。また、日本以外の海外売上比率の高い

事業でもあり、過度の円高が是正されたことでコス

ト競争力が大幅に改善し、多くの海運企業は前年

比増収増益となりました。

企業のグローバル化は加速するとともに、世界

市場の中心がアジアとなり、そのアジアの中心で

あるシンガポールへ多くの日系企業が進出してい

ます。私たち運輸通信部会は文字通り、運輸と通

信を中心にサービス業で構成され、60社を超え

る多くの会員より成り立っております。昨年の当部

会の主な活動では、会員の皆様の交流と相互の

啓発の機会として、７月にセノコ発電所見学、9月

に「通信業界の現状とこれから」のテーマで講演

会を開催し、多数ご参加を頂きました。

2014年は、日本経済、世界経済とも前年以上

に 上 昇 基 調 と な る こ と が 予 想 さ れ ま す が 、 欧 州 ・

米国の景気の下振れリスクは依然として否めませ

ん。加えて、政治色、宗教色が入り混じった地政

学的なリスクの増大は、グローバル化を加速して

いる企業にとっては、経済活動を進める上で、悩

ましくさせています。しかしながら、われわれ、当

地シンガポールで働くものの実感として、東南ア

ジア・南アジア・中央アジアを含めたグレーターア

ジアの各地域・国の底流部分での成長の胎動は

そのリスクの不安以上に可能性への期待となって

いると思います。

更に、国際間の取引も新たな貿易協定の締結

3 : 各部会業界動向 2014
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等により、新しい枠組みが本格化します。また、シ

ェールガス、シェールオイル等の生産増強によっ

て、エネルギー政策も転換点を迎え、これまでの

世界を変える可能性を感じます。そして近々に、

ビジネスの中心であるアジア域内でヒト、モノ、情

報の運輸・通信のマーケットにも大変革の時が来

ると思われます。

日系の企業として、経営する立場として、時代

を敏感に感じ取り、変化を先取りする必要がある

でしょう。業界を取り巻く環境が日々急速に変化

する中、多様化する顧客のニーズに応えるべく的

確なサービス形態の確立と、安価で信頼ある不断

の サ ー ビス 供 給 の 運 営 が ビジ ネ ス 獲 得 の 条 件 と

思います。

アジア域内での運輸・通信市場の規模が拡大

する中で、ビジネスをいかに展開していくか、見え

ないものを見る構想力が重要となります。そのた

めに必要なものはアジア感覚であると確信してい

るところです。

皆様にとって、今年が飛躍の年となり、より一層

ご躍進されることを祈念申し上げます。
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観 光・流 通・サービス部会の活動について
観光・流通・サービス部会　部会長
ALL NIPPON AIRWAYS CO. ,LTD.
GENERAL MANAGER,  SINGAPORE OFFICE
本田　実

新年明けましておめでとうございます。

昨年は、日本経済にもようやく重く暗い雲間か

ら 一 条 の 光 が 射 し 込 ん だ 感 が あ り ま し た 。 ま た 、

２ ０ ２ ０ 年 の オ リ ン ピ ッ ク ・ パ ラ リ ン ピ ッ ク の 東

京 開 催 が決定したことも私たち日本人に元気を

与えてくれました。年末恒例の新語・流行語大賞

も、「じぇじぇじぇ」や「今でしょ」「倍返し」など明る

く前向きな言葉が選ばれました。ただ一方で、福

島原発問題や震災復興が思うように進まず、加え

て台風や集中豪雨による新たな災害も発生しまし

た。今年は、日本経済が本格的に力強く回復し、

また震災復興が進むことを、シンガポールの地か

ら皆様と同じ気持ちで祈りたいと思います。

さて、本稿では、昨年の当部会の活動を紹介さ

せて頂きます。当部会では、年度活動計画に基

づ い て 、 セ ン ト ー サ 島 の 商 業 施 設 （ ５ 月 ） や 第 一

工業部会との共催で航空関連施設（７月、１1月）

の視察会を実施しました、またＮＡＴＡＳフェア（８

月）や「おいしいＪＡＰＡＮ」（１０月）の開催に合わ

せ見学会も実施しました。

セントーサ島では、リゾート・ワールド・セントー

サ 内 に オ ー プ ン し た 世 界 最 大 級 の 海 洋 水 族 館

「 シ ー ・ ア ク ア リ ウ ム 」 や 、 水 族 館 に 隣 接 す る 複

数のホテルの見学を行いました。同じ複合リゾー

トであるマリナベイ・サンズとは対照的に、水族館

やユニバーサル・スタジオなどのアミューズメント

施設を中心に、ホテルやカジノ、商業施設が併設

されたテーマパーク型の複合リゾートとなっていま

す。シンガポールでは国策である訪星観光客の

拡大を図るために、長期的なビジョンに基づき、

民間の投資を活用して、このような大規模な施設

の開発が弛まず進められていることを改めて認識

しました。

航空関連施設の視察会では、航空貨物、ケー

タリング（機内食）、機体整備の各施設において、

現状の説明を 受けると共に、実際の作業現場を

見学しました。チャンギ空港は年間５０００万人超

の旅客が乗降し、約１９０万トンの航空貨物が取り

扱われる、アジア屈指のハブ空港であり、今回視

察を行った企業をはじめ、多数の企業により日々

のオペレーションが支えられています。昨年のナ

ショナル・デーでは、２０２０年代半ばに、第５旅客

ターミナルと３本目の滑走路を供用開始させる計

画が発表されました。また、２０１７年にはＬＣＣターミ

ナルの跡地に、第４旅客ターミナルが供用開始と

なる予定です。第５旅客ターミナル完成時には、１

億３５００万人の旅客処理能力を誇る巨大空港が

出現することになります。

８月のＮＡＴＡＳフェア（シンガポールの旅行会

社主催の旅行博覧会。毎年２月と８月に開催され

旅行商品が即売される）では、日本行きのツアー

の販売が好調で、ヨーロッパに次いで日本が２番

目に人気の旅行目的地になりました。東日本大震

災によりシンガポールからの訪日旅客は大幅に落

ち込みましたが、昨今の円安の影響や、震災後の

関係機関の努力により、震災前の水準を超えるレ

ベルまで回復しました。改めてシンガポール人の

日本への関心の高さが伺えます。

3 : 各部会業界動向 2014
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今回で２回目の開催となる「おいしいＪＡＰＡＮ」

は、食品関連業界関係者のための見本市で、日

本の食材や酒類、また地方自治体のブースでは

各地の特産品が展示され、ビジネス関係者で賑

わ っ て い ま し た 。 Ｔ Ｐ Ｐ 交 渉 で は 、 日 本 に と っ て

農業分野の自由化が最大の懸案となっています

が、日本の食材は海外でも十分競争力を有する

との感想を持ちました。

上記以外にも、当部会では、会員相互の交流

を図ることを目的に、懇親ゴルフ（６月）や懇親忘

年会（１２月）を開催しました。懇親忘年会では「シ

ンガポールのファッション最新事情」と題した講演

会を併せて実施しました。

さて、昨年も、多数の法人・個人にＪＣＣＩに加入

頂き、２０１３年１１月現在、２１２名の会員が観光・

流通・サービス部会に所属しています。当部会の

新規会員の業種も、飲食・小売業、法務・会計、

人材、システム、コンサルティングなど多岐にわた

っています。

日本企業の東南アジアへの進出が加速し、ま

たシンガポールにおける地域統括機能が強化さ

れていますが、それらの企業をサポートするため

のBｔｏB、ＢｔｏＥ型の事業や、日本ブランドの商品

やサービスをローカルの消費者に供給するＢｔｏＣ

型の事業など、当部会関連の企業のシンガポー

ルへの進出が今後も期待されます。

会員の業種が多岐にわたることから、会員全て

に満足の行く活動を行うことは困難ですが、シン

ガポールやアジアでビジネスを行うという共通点

3 : 各部会業界動向 2014

の上で、シンガポールや近隣のアジア諸国が何

をめざして国の発展を進めようとしているのか、ま

た日本のブランドや日本独自のビジネスプロセス

がシンガポールの地でどのように生かされるか、

部会活動を通じて会員の皆様と一緒に考えて行

きたいと思います。

今年が皆様にとって良い一年になりますよう祈

念申し上げます。
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＜昨年度の動向＞

河原畑：本日はお忙しいところをお集まりいた

だきましてありがとうございます。

本日は年の初めということで、JCCIの幹部の方

々に昨年1年どんな状況であったか、今年の抱負

も含め、それぞれ簡単におまとめいただいてお話

いただきたいと思います。

それでは秋山会頭、お願いいたします。

秋山：今回、シンガポール・アジアへの進出、

日本からの進出というのが非常に盛んになってい

ま す が 、 こ の ブ ー ム は 、 我 々 の 口 座 の 増 加 数 な

ど見ると、約3年前から始まったと言えると思いま

す 。 ま た こ の 3 年 の 間 で 見 る と 、 今 年 度 が た ぶ ん

いちばん進出している企業が多いと感じておりま

す。国内で新しい市場開拓というのに閉塞感が出

てきているので、新たな市場を求めて成長著しい

アジアにという流れで日系企業の進出がブームに

なっていると思いますが、アベノミックス効果と日

中関係の悪化も大きく影響していると言えるでしょう。

今回の特徴は従来の製造業というよりはサービ

ス産業が中心です。通信、メディアを始め、弁護

士事務所、会計事務所、コンサルティングファー

ム、それからフードアンドビバレッジが多い。それ

からこれはシンガポールの特徴だと思いますけれ

ども、政府が優遇制度を設けておりますので、す

でに既存で出て来られている製造業も研究所を

造ったりラボを造ったりということで、そのシンガポ

ールが設定している優遇制度を活用する、そうい

う流れがもう1つあります。

それから、税制面。すでに出てきている企業も

ここに機能を集約させたり、あるいは派遣社員数

を増やして、シンガポールからのカバレッジを増

やすというような流れ、それと統括会社を新たに

設置するという流れが非常に顕著です。

加えて、富裕層個人、特に企業オーナー系の

方たちを始め、ある程度財産をつくられた方がこ

ちらへ来られるという流れも非常に顕著だと思い

ます。そういう中で、金融機関各社は、シンガポール

をアジア・大洋州のハブ、ヘッドクオーターとして機

能、サービスを拡充しているというのが現状です。

我々もここ3年ぐらいで1.5倍以上に人員を増や

して、皆様のニーズにお応えできるような体制を

つくり上げていくということで今動いております。こ

れが金融の状況ですね。

河原畑：商社は如何ですか？

佐 々 木 ： 昨 年 を 振 り 返 り ま す と 、 商 社 に お き ま

してもASEANの中でシンガポールのプレゼンス

が高まってきたという年だったと思います。チャイ

ナプラスワンの勢いは昨年度も続いてるということ

で、製造業が中国から東南アジア各国にシフトし

ております。

トレードと言う意味ではやはりシンガポールの

強みは《人》、人材ですね。《物》、物流商流を扱う

ので情報が多く有り、《金》資金も潤沢に有り資金

調達が容易です。《人》《物》《金》共に当地には

揃っておりプラットフォームとして基盤が出来てい

る。其れが強みで近年色々なトレードが更に集中

して来ている。

投資は資源ブームが一段落致しましたが、ＡＳＥＡＮ

には内需拡大と言う楽しみが有り特に中間層が牽

引する新しい消費が目覚ましく増えています。そ

の中で商社の投資の機会が増えて来ている。この

様にトレード、投資共にシンガポールのハブとし

てプレゼンスが非常に高まった1年だったと思い

ます。

河原畑：メーカーはどうでしょうか。

小西：去年は一般として円安という追い風はあ

ったものの、やはり先進国の減速ですね。それに

加えて中国。これが特に非常に大きくいろいろな

問題、国内外の問題が重なって、対日感情のこと

もあり減速したために、アジアに対する、ASEAN

に対する特に注目が集まってきた年ではないかと

思いました。そうは言うものの、円安が必ずしもプ

ラスには効かず、特に新興国に対する対ドルの通

貨安というものはインド、インドネシア、あるいはタ

イ、シンガポールに及び効いてきました。それが

我々の場合ですと、やはり物を海外からそういう

国に輸出するという形になりますので、かなりコス
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トが増えました。

広い場合ではやはり30％、40％、このぐらいが

短期間、1年ぐらいのうちに動くということで、我々

としては円安が必ずしも全部プラスに効いたわけ

ではないと。

特 に 去 年 は い ろ ん な 国 で 選 挙 が あ り ま し た の

で、そういうところでやはり政情が不安定になると

その間商売が停まるということもあり、必ずしも全

体がバラ色ではなかったと思います。

それと同時に、従来の物を大量に安く作って流

すというやり方からちょっと違う工夫をしていかな

いと、やはり新興国あるいはアジアの国といえども

なかなか思ったように売り上げが伸びていかない

だろうということを痛感した1年ではありました。

野 中 :昨 年 １ 年 も 私 ども の 業 界 と し て は大 変 な 

状況が続き、皆様方にもご心配をお掛けいたしま

したが、何とかアジアの成長を全体の成長に取り

込むことを掲げながら、アジアへのシフトを進めて

きました。その点、先ほど小西さんもおっしゃいま

したような中国の問題もございましたので、多くの

メーカーが、インドを含むアジアを中心とした新興

国への取組強化へと、大きく舵を取ってきた１年

であったとも言えると思います。同時にこれまで進

出をしてきた既存のアジア拠点も撤退を含めて事

業構造の改革を図ってきたこともあり、今後はア

ベノミクスにも乗って、円安効果も活かして、更な

る成長路線に切り替えることができるのではない

かと感じています。

一 方 で 先 ほ ど も お 話 に あ り ま し た よ う に 、 新 興

国の通貨安という問題は我々の業界にとってはマ

イナスの部分が多く出ていまして、今後の地産地

消の推進を含めて、大きな 課題になっています。

また、シンガポールに限って言えばやはりここを

中心として新規事業を生み出していくということに

注力して、更にアジア全体に横展開するという動

きが益々大きくなっていくのではと感じています。

河原畑：特に3-4年のスパンで見た場合、通貨

安、中国の動向などいくつか少し流れが変わったと

思いますが、マクロ的にみるとどうでしょうか。

長 谷 部 ： 当 事 務 所 へ の 相 談 件 数 は 2 0 1 0 年 時

点で年間500件程度だったのですが、昨年は800

件まで増え、今年も年間を通して800件ぐらいの

見込みなんです。それだけシンガポールに進出し

たいという企業が増えてきたということだと思いま

す。その中で医療関係のお問い合わせが増えて

います。医療機器、医療用具、検査機器を輸出し

たいというお客様。それと病院の開業をしたい、あ

るいは医師を派遣したいなど色々な相談がありま

す。医療機器、医療産業というのがアベノミクスの

戦略産業の一つとなっているので、そういった意

味でも非常に今関心が高まっている分野と思います。

2003年以降シンガポール政府は医療ツーリズ

ムを推進していて、2009年の時点で、大体年間

60万人以上が海外からシンガポールへ治療に来

ています。今はもっと増えているんじゃないかと思

います。そういう需要を日本企業もここで取り込ん

でいきたいということだ思います。

あともう1つ介護の分野ですね。日本の在宅介

護システムをここにも取り入れたいということ。介

護の場合は基本的にチャイニーズにはファミリー

で自分達の親の面倒を見て行く慣習があり、実は

それを促進する法律もあります。そうは言っても急

速に高齢化が進展して、今後おそらく介護施設は

4 : 新春特集　座談会　 日本企業の最近の動向～アベノミクス～
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更に足りない状況になります。ただ政府がこれを

造ろうとしても住民の反対もあって今はなかなか

難しい、また政府の補助金も審査が結構厳しいと

聞いています。いろいろ問題はありますが、この

高齢化が急速に進展する状況の中でシンガポー

ルの政府は日本の先進的システムを参考にした

いと考えています。

河原畑：介護の話は興味深いですね。シンガポ

ールでは、特に金持ちは家族がケアするのではな

く、メイドさんやプライベートナースを雇うという話し

を聞いたことがあります。

アベノミクスで言われている成長戦略はまだどの

ようなものなのか見えない部分もありますが、いくつ

かそのインプリメンテーションがここシンガポールに

おいては既にあるように思います。そのような目で

見た場合、それぞれの業界では如何でしょうか？

秋 山 ： 直 接 つ な が ら な い か も し れ な い で す け

ど、金融業界で今何が起きているかというと、新た

なグローバリゼーションです。ただ多くの金融機

関は過去70年から80年海外業務をやってきてい

るわけで、今回目指しているのは真のグローバル

化です。　

これは日本人職員とローカル職員の間にどうし

てもギャップがあるので、これを埋めるということで

す。日本人はあまり海外志向が強くなかったんで

すがここへ来て、非常に海外へ出たいという方が

若手の中で増えてきているので、そういう人をもっ

ともっと積極的に海外へ送り出して行く。逆にロー

カル職員を日本へ派遣する。それと女性の登用。

このあたりが今、人材政策面ではグローバル化と

いうことを踏まえた1つの特色だとは思います。

＜アベノミクスを受けて＞

河原畑：長年メーカーさんは海外展開といえば

まずは市場開拓、円高による現地生産体制の移

行はあったものの、真のグローバル化というよりは

やはり日本からそれらの市場に売り込む輸出型に

取り組んできた訳ですよね。今回のアベノミクスの

もたらした円安トレンドはおおきな影響があったと

思いますが、今後の戦略、とりわけ海外戦略に何

か変更はございますでしょうか？

小西：アベノミクスを受けて直接ということでは

ないのですが、やはり日本全体がある希望を持て

るというか、そういう雰囲気ができてきたのは非常

にいいことだろうと思います。実態が伴ってないと

かいろんなご意見はあるとは思いますけれども、

まず雰囲気がなければ何も始まらないわけです。

食料品とか介護とかいろんなところで今まで比較

的日本国内を相手にしていた業界の方々が、海

外に我々からするとやっと目を開いてきて、やっと

出てきたというのは非常にいいことだと思います。

さらに海外に長く暮らしておりますと、やはり日本

のソフトの文化、日本の力というのはいかにすご

いものかわかります。それをもうちょっとうまく生か

していけば、非常に面白いことになるんじゃない

か。

もう1つ、シンガポールは何にしても、とりあえず

ある大きな方針が決まればやってみて、ダメであ

れば修正をかけているというやり方でやっている

ような気がします。

日本の場合、国も大きいですし、必ずしもそれ

がそのまま通用するとは思いませんけれども、あ

る程度そういうところで片目をつぶりながら先に進

んでいってできるだけ不具合をなくすというそうい

う考え方もあっていいんではないかと実は思って

います。

佐々木：食品で申し上げますと、食の安全とい

うことで日本食ブームというのがシンガポールでも

他アセアン諸国でも起こっています。我々はＦＭ
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の店舗展開をタイ、ネシア、ベトナム、フィリピンで

行ってます。その中で感じている事は、国によっ

て外資企業に市場を完全にオープンしてない事

です。外資規制が多く、ベトナムやネシアでは思

うように進んでません。

彼 ら が 特 に ベ ト ナ ム 、 マ レ ー シ ア が 今 度 T P P

に加盟しようとしている。これは我々にとってビジ

ネスチャンスということで非常に期待しております

が、果たして彼らがどこまで外資に市場を開放で

きるのかというのが今年の1つのテーマかと思いま

す。

またインフラの輸出という点で行きますと、安倍

首 相 も 自 ら 日 本 を 売 り 込 ん で お ら れ P P P を 積 極

的にサポートして頂いてます。インドネシアやイン

ド、ベトナム等このエリアにはまだまだインフラが

整ってない国が多い。ここが我々の商社にとって

もやはりビジネスチャンスということで、政府の強

い後押しをいただいてきっちり仕上げて行ければ

と思っています。

野中：先ほどもお話もありましたように、家電と

いう分野でも、新興国の膨大な需要を取り込むこ

とが成長の鍵であり、その場合商品の企画や開発

については、そもそもそのファンクションを日本か

ら外に出して、現場現地におかないとコスト的にも

限界があるし、販売も伸びないということが明らか

になっています。 

また、全体として人員を 減らしてきていますの

で、特に現地の人材によって、本当に一からモノ

を作るようにならなければおそらくまた競争力は

低下し、苦境に立たされるのではないか、そういう

危機意識というのはものすごくあります。今回、こ

のような危機感の打破、アベノミクスの成長戦略と

しても、一挙にアジアを中心とした新興国に官民

共に打って出よう、という気運になってきたのが、

今回一番変わってきたところかなあと思います。

勿論、加えて震災以降の取組、特にエネルギー

分野を中心とした新規の取組も、今回のアベノミ

クスにより、更に良い方向に向かって世界に貢献

できるのではないかと見ています。 

       ＜2020 年東 京オリンピック開催と
        A SE ANの中の日本＞

河原畑：アベノミクスに加えて昨年大きな話題

となったのが、東京オリンピックが2020年に開催

されることが決まったことです。2020年まであと6

年ですが、今年生まれた子供が小学校に入学す

るぐらいの長いような短いような期間ですね。恐ら

くこのASEANがどのように変わっていくのか、ど

のような形で我々に影響を及ぼすのか。もちろん

国・地域によって異なるとは思いますが、長谷部

さん如何でしょうか？

長 谷 部 ： 先 程 佐 々 木 社 長 が お っ し ゃ っ た Ａ Ｅ

Ｃ、ＲＣＥＰ、ＴＰＰ交渉についてはサービス分野

の自由化がどうなるかということが、物品貿易にお

ける関税の引き下げが進展する中で、1つの大き

なテーマになると思います。成長するASEAN市

場の人やお金をどう取り込むかというところでサー

ビス分野での規制緩和が大きなポイントになると

思います。これは日本企業のビジネス拡大にもつ

ながります。おっしゃったとおり、金融、卸、小売

り、運輸などＡＳＥＡＮ各国では外資100％が認め

られてない国がほとんどです。ここが自由化交渉

でどう解決されるかなんですが、ハードルを下げ

てもらうには厳しい交渉になるのではないかと思

います。

秋山：マーケットとしてASEANをどう捉えるか。

製 造 拠 点 と し て で も そ う な ん で す け れ ど も 。 今

はアメリカじゃなくてASEAN。あと15年もすれば

ASEANがアメリカに匹敵するような形になる。た
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だ、その前にもう中国がたぶんアメリカを抜くと思

うんですよね。

それからインドがそこに次ぐような将来的な市

場 、 1 つ の 国 と し て な っ て い く と い う こ と を 考 え る

と、企業戦略からすればASEANよりは本来であ

れ ば 何 も な け れ ば 、 中 国 と か イ ン ド の ほ う が 効

率 的 に は 運 営 で き る ん じ ゃ な い か な あ と 思 う ん

で す 。 A S E A N と い う の は E U と は 違 っ て 各 国 が

ASEANという括りがあったとしても、ASEANプラス

3、ASEANプラス6、ASEANプラス10という地域協

定があって、そこにTPPが複雑に絡んでいる。各

資に資源を渡さない動きが出て来ると、インドネシ

アへの投資がやりにくくなる。又、中国の動向にも

注視する必要が有ります。私は中国に10年強駐

在しておりましたが、中国の強さは国家資本主義

(中央が決めた事が地方に伝わり行政が一枚岩で

前に早く進む。) の所です。それがここに来て、格

差の拡大と言う内部矛盾が大きくなり、このままで

はまずいので、利益の再配分を如何に公平公正

にやるべきかと言う議論が出て来ました。具体的

には、今までの過剰生産のビジネスモデルを今後

のGDP7%台の安定成長に見合った物に変えて行

けるか？又、利益の再配分をどのように変えるの

か？は今後来る高齢化社会を考えるとセーフティ

ネットの問題でも有り、時間をかけて取り組まなけ

ればならないテーマと思います。今の中央の政治

指導者がこの様な構造改革をやり遂げられるか？

です。特にASEAN、南西アジアは国が多く、政治

のリーダーが変わる事で政策も変わるのでこのリ

スクは有ると思います。

小西：我々にとって頭が痛いのは特にインド、

インドネシア、ベトナムは内需が比較的大きい国

だということです。彼らのほうにとってみると製造

業をやはり自国に入れたい、育てたいというところ

があって非常にいろんな規制をかけてくる。独自

規制がかかってくると、我々からしてみると申し訳

ありませんが、まだまだ市場としてはこれからの市

場で、そこに物を入れてつくるほどの市場はない

わけで。そうなってしまうと非常に対応に苦慮しま

す。独自の安全規制、独自の電気規制、廃棄物

規制とかいうのが出てきますと、かなり苦労する。

こ こ はや はり日 本 の 業 界 全 体 あ る い はジ ェト ロ さ

ん、大使館さんと一緒になって、あるいは他の海

国は各国の事情で、税制面も違えば税制優遇面

も違う。外資規制も違う。

そ れ か ら業 種 ご と に そ れ ぞ れ の 細 か な 規 定 を

産業政策に基づいた細かな規定を設けている。

これをASEANという一括りでやるとかなり無理

があるので、一国一国をある程度きめ細かに対応

していかなきゃいけない時代がしばらく続くんだと

思います。だけどそれは企業サイドの効率性とい

う面からすると、かなりバッティングするというか、

効率性をどう確保していくかというのがこれからの

ポイントだと思います。

河原畑：特徴的なのは発展の度合いがそれぞ

れ違っているというところですよね。先行している

ところと得意とする分野が多少異なる。

小西：そういった意味で今はシンガポールにい

ろんな会社さんがいろんなヘッドクオーターを持

ってきて、ここを中心にして情報を共有しながら、

あるいはノウハウを共有しながら各国を見て行くと

いうのは、ある意味で経済効率性にもこのASEAN

の特性にもあったやり方ではないかという気はし

ます。

秋山：ＡＳＥＡＮ各国のリスクのひとつに、法規

制とかルールが突然変わることがあげられます。

昨日まで良かったものが今日からはダメと。これは

企業にとってやっぱりリスクですね。

佐々木：国の舵取りが如何なるかというリスクで

は14年はインドネシアとインド及びタイで選挙が

予定されてますが、ポピュリストが政権を取ると、

色々な問題が出て来る。例えば資源ナショナリズ

ムの台頭がインドネシアでは懸念されてます。外
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外の経済団体と一緒になって根気強くちょっとネ

ゴシエーションをしていかなければいけないところ

だというところは感じています。

野中：そうですね。特に電気業界とか精密機械

業界で顕著な例が、例のリサイクルとか環境法規

制。これがアジア各国で非常に高まってきており

ます。

それに関しては本当に日本企業、外資が一体

となって政府、各国の政府と交渉をしていかない

と、法はつくったけれどもまったく実地が伴わない

とかそんな例もいくつもあります。そういったリスク

はやっぱりシンガポールを中心に、目配せをして

目を利かせながらこういう分野にはたぶんプロも

必要だと思いますので、そういったところをジェト

ロさんとか、いろんなコンサルの業界とかが一緒

にやっていければなあというふうに思っています。

秋山：私は日本と外国とのギャップっていうのが

どんどん狭まっていくように思います。というか狭

めなきゃいけない。かつガラパゴス化現象、日本

の常識は世界の非常識みたいなことがかなり騒が

れた時期がありましたけれども実はその日本のそ

の特色なり特徴っていうのが、もう一度今世界で

見直され出しているんじゃないかなあということが

あります。

例えばそれは日本人のビヘイビアであり、ある

いはその工場の運営の仕方とかですね。

これはかつて10年前だったらあんなもの日本し

かできないよって言われてたことが、やっぱり効率

がいいんだとかいうことで、どんどん日本がこれま

でやってきた物づくりとかサービスとかそういうこと

よりももうちょっとソフトな面、目に見えない部分の

日本の価値っていうのが世界で特にアジアで認

め出されているんじゃないかなあと思うんですよ。

そういうことをもう少し積極的にPRしてく。あるいは

啓蒙してく。それでどんどんギャップが狭くなって

いくんじゃないかなあというふうに思いますね。

河原畑：日本化というのはひとつの重要なキー

ワードだと思うんですが、やはり先行するためには

日本というイメージの中にある先進性的なものを

やっていかなければその高いブランドを維持でき

ない。それは日本メーカーの使命でもあるのかも

しれませんよね。

小西：やっぱり今ここにいても、日本、メイドイン

ジャパンに対する信仰あるいはそれで買っていた

だけるというところは絶対に否定できない。今度は

それをどういうふうに新興国の方に感じていただ

けるか。特に最近では中国メーカーも出てき、サ

ムソンも出てき、韓国メーカーですが出てき、で、

＜2014 年のキーワード＞

そういう中で我々はいかに差別化していくかという

ところはかなり大事な話になります。ただし、注意

しなきゃいけないのは例えば韓国メーカーさんと

いうのは始めからもうあるところで壊れることを例

えば前提にして、で、いかに早く簡単に直せるか

というのを結構注力していっています。ところが日

本のメーカーだと得てして欧米の環境を中心にし

て考えちゃうので、なかなか壊れないようにつくっ

ているんですが、さすがに新興国ですとあらゆる

ことが起こりますから結構壊れる。そうすると、直

すにはお金がかかるとか、時間がかかるとか、そ

ういう話になってきます。そうなると我々もこの国

に、地域に対する品質に対する考え方、あるいは

運用の仕方というのは変えてかなきゃいけないと

いうことで適用はしてくんですけれども、やはり日

本の品質、日本の安全、日本の安心というのはあ

くまでそれにこだわって生きていかなければ日本

としての特色はなくなってしまうんだろうというふう

には感じています。

佐々木：日本が高齢化社会になり、2020年に

は 6 5 歳 以 上 の 人 口 が 1 / 3 近 く に 成 っ て 来 る 。 そ

の中で海外でのビジネス戦線が今よりも拡大して

いる。アジアにももっと出て行きたいが人が足りな

い。特に商社はブランドを持って無いので、現地

パ ー ト ナ ー と 組 ん で 日 本 が 持 つ 優 れ た ノ ウ ハ ウ
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(例えば、食の安全安心、おもてなし、効率の良い

オペレーション等)を現地社員に教えて、正しく日

本の良さを理解してもらうことが益々重要になると

思います。人口が減る分、ASEANの良き日本の

理解者たるパートナーを増やす事で生活消費関

連ビジネスは伸びると思います。

河原畑：2020年に東京でオリンピックが開催さ

れるときには、現在に比べ数倍の海外の方が日

本を訪れていると思います。また象徴的な時期と

もいえる2020年は日本にまた新たな提案のできる

場を与えてくれたともいえますね。それが製品な

のかサービスなのかはわかりませんが・・・。それ

に向けた何か新しい開発や改革というものがある

のかなともおもいますが。

長谷部：2020年に向けて大きく変わること、そ

れは我々が仕事をやっていて常に感じていること

です。今後の方向性として海外、ASEANと日本

経済の一体化が更に進むというのは明らかです。

日 本 か ら 海 外 へ 出 て 行 く 、 A S E A N へ 出 て 行 く と

いうベクトルは今非常にぶ厚くなってきて、ものす

ごく厚みを増していますが、一方、海外、ASEAN

から日本へのベクトルはどうか。例えば観光でも、

あるいは投資でもなかなか厚みを増すことは難し

い。観光はやっと円安の影響もあり最近非常に好

調ですけど、海外、ASEANから日本というベクト

ルをいかに厚くできるか。双方向のベクトルをぶ

厚くすることが我々の仕事として非常に重要なポ

イントとなっています。

小西：まさにおっしゃるとおり、2020年に向けて

我々が日本メーカーとして強くなきゃいけない。で

も今の人口状態というのは絶対に少なくなってい

るわけです。そうなるとそれを救う唯一の道という

のは今おっしゃった観光をいかに奨励して日本に

いかにお客様を連れて来るか。そうしたらインフラ

も必要になりますし、ホテルも必要になりますし、

サービス業のいわゆる労働者も必要になるし。そ

ういった意味で観光業を1つの起爆剤にして東京

オリンピックとあわせて、2020年とあわせてもっと

大胆にやっていいような気がします。

秋山：自然に考えればもっともっとアジアの人

が日本にいなきゃいけないんですよね。

これだけ日本の企業がアジアに出てきて、日本

人も出てきていて、自分の国は日本人だけなのは

おかしいですし、ありえない話ですよね。長続きし

ないです。日本企業がアジアへ出てって、そうい

う今のプロダクツにしてもサービスにしてもコンテ

ンツにしてもこれだけアジアでマーケティングやろ

うというときに、それは現地の人たちを対象にして

るわけですから、現地の人たちが大本である日本

にもっと行っていなきゃおかしいですよね。それ

はやっぱり双方向で一方通行っていうのはありえ

ないと思うんですね。

河原畑：人の話ではよく現地化が話題になりま

すが、アメリカやヨーロッパではあまり話題にはな

らないようにおもいます。欧米企業のように人材交

流や統一的な教育プログラムの実施などで今より

優秀な人材を取りやすくなるでしょう。そういうこと

をあまり必要としてこなかった、あるいはやってい

たけれど長くは続かなかったなど現地の優秀な人

にとっては日本企業があまり魅力的でなかったよ

うにも思えますね。事実として思った人財が確保

できていないように感じます。

秋山：そうですね。常に一方通行で来たんじゃ

ないかなと思うんですよね。海外へ出てくる日本

人 っ て い う の は 英 語 を 話 し ま す が 、 現 地 へ 行 っ

て、現地でコミュニケーションを取って、現地の人

を雇って、物をつくって現地で売ってと、これはい

いですけれど、じゃあそういう人たちを逆に日本

のことを学んでもらったり、日本語を学んでもらっ

たり、あるいは日本の企業文化を学んでもらったり

っていうことを怠ってきたと思うんですよ。

アメリカとかイギリスとか英語圏の国はそれやる

必要ないですよね。ただ、日本はやはりそれは歴
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史的にも地理的にも非常に特異な国だっていう自

覚をしなきゃいけなかったのではないか。で、逆

に日本のことを学んでもらうってことを見てもらうっ

てことをほかの国以上に本来やらなければグロー

バル化というのは進まない立場にあったんじゃな

いかなと思うんですよね。

河原畑：それは正に日本化、先ほど出ましたキ

ーワードですよね。

小西：先ほどインド、インドネシアはなかなかわ

が ま ま な 規 制 を す る っ て い う こ と を 言 い ま し た け

ど、日本は逆に過去何十年の間豊富な人口があ

って日本のドメスティックでやられる産業がたくさ

んあって、まさにそれを地で行っていたわけです

よね。それがやっぱり結構成り立たなくなる時期

に来ているわけで。で、そうなるとまさに先程おっ

しゃったようにこれから双方向で日本自体が開い

て開かれた国になってもっと人を受け入れて行か

ないと持続的な成長はできないし、日本全体が元

気をなくしちゃうことになり兼ねない。そういった意

味でも2020年を目標である契機にして、なんか方

向を変えることができれば非常にいい気がしますね。

佐々木：もちろん100％一体にはなれませんけ

ど、一体性を高めることによって日本企業がアジ

アでもっとシェアを拡大できるんだと思います。

日 本 を 開 放 す る こ と に よ っ て 日 本 の こ と を も っ

と知る海外の方が増えればそれだけ海外へ出て

行く日本企業だってやりやすくなるはずなんです

よ。たまたま製品が良かったからみんな受け入れ

られましたけど、もし日本のドアをオープンして入

れてもらってまた戻ってくれたらもっともっと外の

マーケットは広がるんじゃないかなあと思いますよね。

小西：我々が日本のファンを増やし、日本に人

をどんどん送り込んでもっともっと交流が広がって

行ければアジア、日本、それから日本と世界の関

係も大きな意味では変わってくる。

河原畑：そういう目で見ると、今回政権が変わ

り、十分かどうかは別として、アベノミクス、TPP、

いろいろな面での経済政策実行はタイミングとし

ては良かったということなのでしょうか。

まだまだ伺いたいこともございますが、お時間

が参りましたので、終了したいと思います。

本日は皆様ありがとうございました。今年もどう

ぞ宜しくお願い致します。

4 : 新春特集　座談会　 日本企業の最近の動向～アベノミクス～
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広報委員からのご挨拶
JCCI広報委員会　委員長・JCCI理事
Japan Air l ines Co. ,Ltd .
V ice -President /Regional  Manager
河原畑　敏幸

新年、明けましておめでとうございます。またい

つもJCCI広報誌「月報」をご愛読頂き、誠に有難

うございます。広報委員会メンバーを代表して厚

くお礼申し上げます。

私事ではございますが、いや皆様も同様かも知

れませんが、シンガポール駐在４年目を迎え季節

の変化があまりなく、また当地での仕事・生活に

慣れきった？こともあり、加えて年齢も影響してい

るのでしょうか？、本当に時の経つのが加速度的

に早くなったと感じております。昨年のご挨拶文

の作成も数か月前たっだような気が・・・??。やは

り人間には多少過剰なくらいの変化・刺激が必要

ですね！できればより楽しいほうがベターではあ

りますが・・・。

年末に話題となる流行語はその年の特徴を捉

える上で興味深い言葉です。それはまた現在の

世 相 を 反 映 し て い る と 共 に 、 潜 在 的 な 近 未 来 に

対する期待・希望といったものが象徴的に表され

て い る の か も 知 れ ま せ ん 。 昨 年 は 予 備 校 C M の

「今でしょ！」、連ドラの「あまちゃん/じぇ!・じぇ!・

じぇ!」、東京オリンピック招致スピーチで有名にな

った「お・も・て・な・し」、視聴率を塗り替えた人気

ドラマの「倍返し」、そして三本の矢と表現された

安部自民党政権が打ち出した経済政策「アベノミ

クス」などが挙げられます。それぞれのことば、表

現にはそれぞれ固有に流行らせた理由は当然あ

ります。例えば「お・も・て・な・し」は美人キャスタ

ーのフランス語による日本紹介スピーチの中で表

現され、日本が誇るホスピタリティーの高さを強調

した非常に印象深い一言でした。それらに加え共

通した示唆・暗示されるキーワードは何か？あくま

でも個人的見解ですが、恐らく「復活」「決断」「切

望！リーダー/アイドル」「実行力」「殻を破る」「日

本（人）の良さを再認識」「80年代（バブル）」・・・

といったところではないでしょうか？

アベノミクス三本の矢のうちの二本、すなわち

金融政策、財政政策は既に打ち出され、他国の

経済・財政動向の影響を受けながらも企業業績/

株価の回復、各種経済指標の上向き傾向等々、

日本経済は好転してまいりました。本年は正にそ

の成否の鍵をにぎる第三の矢「成長戦略」の持続

可能かつ本格的な具現化（実行）です。安部リー

ダーの下、スピード感を持った大胆な経済改革を

断 行 し 日 本 経 済 を 回 復 さ せ る と 共 に 、 国 際 社 会

から敬意を払われる「美しい国　日本」の再現（復

活）への期待ということでしょう。ただその政策立

案・遂行に与えられた時間はそれほど多くはない

かも知れませんが・・・。「もういちど日本」、これも

どこかのコピーでしたっけ？

JCCI広報誌「月報」は1970年１月に創刊され、

毎号委員会メンバーと議論を積み重ね試行錯誤

を繰り返しながら発行させて頂いております。今

後もシンガポールを中心とした経済、産業等の最

新動向をお伝えすべく努力して参ります。何卒ご

指導・ご鞭撻賜りますよう宜しくお願い申し上げま

す。

皆様のご多幸とご発展を祈念して新年の挨拶

とさせて頂きます。

広報委員会より
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5 : 広報委員会より
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JCCI広報委員会

5 : 広報委員会より
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2014年のシンガポール・ASEAN・インド経済の展望
The Bank of Tokyo-Mitsubishi  UFJ,  Ltd.
Senior Economist
中村　逸人

特　集

新年おめでとうございます。本稿では、昨年の

ASEAN・インド及びシンガポール経済について簡

単に振り返るとともに、2014年の景気動向につい

て展望いたします。*本稿は全て11月22日時点の

情報に基づいております。

輸出伸び 悩み・海 外資金の流出等、外部
環 境の変 化に大きく左右された昨年
のA SE AN 経済

2013年のASEAN経済を振り返ると、年初から

の輸出失速、5月下旬以降の新興国市場からの

急速な資金流出と通貨安、中国でにわかに高ま

った各種の構造調整圧力等、外部環境の変化に

大きく左右された年であった。

輸出についてみると、欧州向けや中国向けの

不振を背景にASEAN地域の輸出は年初に鈍化

傾向が強まり、年半ばにかけては総じて前年割れ

を余儀なくされた（第1図）。7月以降は、欧米製造

業 の 循 環 的 な 生 産 回 復 や 中 国 の 経 済 対 策 の 効

果によって、ようやくASEAN地域の輸出にも底打

ちの動きが見えてきたところだが、依然として本格

回復からは程遠い状況にある。

中国では、成長率が低下基調を辿る中、不動

産市場の加熱や企業の過剰設備、地方政府の過

剰債務、シャドーバンキング問題といった様々な

構造問題が顕在化してきた。今後は、急拡大した

信用の抑制や構造改革の本格化、それに伴う過

剰投資の抑制を受けて、成長率の低下は避けら

れまい。2014年の実質GDP成長率は2013年（見

込み）の前年比+7.6％から同+7.2%へと減速する

見通しである（第2図）。

中国経済の 成長率の 下方シ フトに 加え て 、米

国をはじめとする先進国経済も景気もかつてほど

の速いペースでの持ち直しは期待できない。この

ため、自ずとASEAN地域の輸出の回復力も緩慢

なものとならざるを得ないと考えている。

（第1図：A SE ANの輸出金 額 ）

（第2図：中国の実質GDP成長率）
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急 速に進んだアジア市場からの資金 流出と
通 貨安

昨年、5月下旬以降、米国の金融緩和縮小観

測の高まりに伴って、アジア新興国の金融市場で

は8月末～9月初めにかけて急速な資金流出及び

株式・債券・通貨のトリプル安が進んだ。アジア主

要通貨のうち、最も下落幅の大きかったインド・ル

ピーとインドネシア・ルピアは、昨年5月22日対比

で、それぞれ最大24.1％、19 .2％もの下落に見

舞われた（第3図）。両国ともに大幅な経常赤字を

抱え、海外資金の流入を必要とする構図であった

ため、金融市場の不安定化に伴う影響が、他のア

ジ ア 通 貨 に 比 べ て 相 対 的 に 大 き か っ た と い え る

（第4図）。

こ う し た 中 、 イ ン ド ネ シ ア で は 、 中 銀 が 6 月 以

降、計175bpの利上げを実施したほか、対内直接

投資拡大に向けて外資規制緩和案を公表。イン

ドも9月に就任したラジャン新総裁の下、中銀が9月と

10月に連続利上げに踏み切ったほか、銀行の対

外借入や在外インド人の外貨預金に関する規制

緩和を打ち出し、経常赤字削減と資金流入の安

定化に努めている。これらの取り組みを受けて、

両通貨は9月上旬から一旦持ち直しに転じたもの

の、11月上旬以降は再び軟調な動きとなってい

る。弊行では、米国のQE3に伴う資産買入額の縮

小は、来年春先にかけて開始されるとみている。

来年前半にかけては米国の金融政策の動向に左

右される形で、マネーフローが不安定化する可能

性は大いに残る。

良 好な雇用・所得 環 境を背景に内需は
底堅さを維 持

一 方 、 昨 年 は こ う し た 外 部 環 境 の 変 化 が あ り

ながらも、消費を中心とした内需が景気を下支え

し、ASEAN経済の底堅さを再確認した年でもあっ

た。実質GDP成長率に対する内需と輸出の寄与

度を比較すると、輸出の寄与度が大幅に低下す

る一方で、このところ消費を中心とした内需の寄

与度が大きく拡大している点が分かる（第5図）。

背景には良好な雇用環境と賃金の上昇、物価の

安定を通じた家計の実質所得の高まりがある。実

際、ASEAN各国の失業率をみると、特にタイやマ

レーシア、シンガポールでは低水準で推移してお

り、略完全雇用の状態にある。

（第3図：アジア主要通 貨の対ドル相場）

（第4図：A SE AN･インドの経常収 支）
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一方、リーマンショック以降、輸出の伸び率が

大きく低下する中、各国政府は景気下支えのため

財政支出を拡大、その結果、ASEAN各国の財政

収支は大きく悪化した（第6図）。こうした中、マレ

ーシアやインドネシアでは補助金を中心とした支

出の削減や物品サービス税（GST）の導入を通じ

て財政収支を健全化させていく動きが見られ始め

ている。

弊行では、2014年のASEAN5（インドネシア、

マ レ ー シ ア 、 フ ィ リ ピ ン 、 タ イ 、 ベ ト ナ ム ） の 実 質

G D P 成 長 率 は 前 年 比 + 5 . 4 ％ と 、 2 0 1 3 年 （ 見 込

み）の同+5.2％から小幅加速する姿を予想してい

る（第1表）。

 

景気低 迷が長 期 化するインド経済

イ ン ド 経 済 は 低 迷 状 態 が 長 期 化 し て い

る。2013年に入ってからも消費や投資等の内需

の減速基調に歯止めが掛かっていない（第7図）。

加えて、供給不足に伴う食料価格の高騰や折か

らの通貨安もあり、インフレ率が足元にかけて大き

く加速している。

（第5図：A SE ANの内外需寄与度）

（第6図：A SE AN・インドの財政収 支）

（第1表：A SE AN経済の見 通し）

（第7図：インドの実質GDP成長率）

6: 特 集 2014 年のシンガポール・A SE AN・インド経済の展 望
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先行きも景気低迷が長引く公算が大きい。輸入

依存度が高いインドは輸入インフレの影響を受け

易く、足元の為替相場が続いた場合、来年半ば

にかけて物価には最大3％程度の上昇圧力、実

質GDP成長率には0.3～0.4％程度の下押し圧力

がかかる見込みだ。年後半には前年の通貨急落

の影響が和らぎ、インフレ率は幾分低下が見込ま

れるが、供給制約に起因するインフレ圧力は根強

く残る中で利下げ余地は限られるため、実質金利

は高止まりを余儀なくされよう。結果として、実質

GDP成長率は2013年度に前年比+4.6％、2014

年度も同+5.5％と、6％台前半とみられる潜在成

長率を下回ると予想する。

内需が堅調な中、外 需も持ち直してきた
シンガポール 経済

シンガポール経済は内需が底堅さを保つ中、

輸出が持ち直しに転じることで景気回復の動きが

強 ま っ て い る 。 第 3 四 半 期 の 実 質 G D P 成 長 率 は

前年比+5 . 8％と前期の同+4 . 4％から加速、2年

半ぶりの高い伸びを示した（第8図）。需要項目別

には、個人消費の増加幅が拡大したほか、総固

定資本形成が3四半期ぶりの増加に転じた。加え

て、前期に1年ぶりに小幅ながらプラスに転じた輸

出も増加ペースを加速させている。業種別には、

サービス業で堅調な拡大が続いたほか、製造業

も7四半期ぶりの高い伸びを示した。

（第8図：シンガポールの実質GDP成長率）

先行き、米国を中心に海外景気は緩やかな回

復 基 調 を 辿 る と み ら れ る が 、 欧 州 経 済 の 回 復 の

遅れや中国経済の安定成長へのシフトを踏まえ

ると、輸出回復は緩やかなペースに留まる見込み

だ。一方、内需については、第3四半期の失業率

が1.8％となるなど、引き続き略完全雇用の状態

が保たれている。更に、2014年8月には外国人労

働者の規制が一段と強化される予定であり、当面

は供給サイドに起因した労働需給の逼迫が継続

する見込みだ。かかる中、企業へのアンケート調

査によれば、2014年の企業の賃上げ率は前年比

+4.1％と2013年の同+4.2％と並び、高い伸びが

続くと予想されている。

これらを踏まえると、2014年にかけて良好な雇

用・所得環境を背景とした内需の底堅さは途切れ

ず、成長率は2013年に前年比+3.7％と前年の同

+1.3％から加速、2014年も同+3.9％へと小幅上

昇すると予想する。

他方、物価については、車両購入権（COE）価

格が再び上昇に転じているほか、タイトな労働需

給が賃金上昇を通じて最終財価格に転嫁され易

い状況が見通し期間を通じて継続しよう。シンガ

ポール通貨庁（MAS）は9月に、2012年4月以降

続けてきた緩やかな通貨高政策（引き締め策）の

維持を決定した。今後も根強いインフレ圧力の下

で、MASは現行程度の引き締め政策を維持して

いくと予想される。　
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（第9図：シンガポールの賃金・物価上昇率）

執筆者氏名

中村　逸人（なかむら　はやと）

経   歴

三菱東京UFJ銀行　企画部経済調査室（シンガポール駐在）

調査役

1982年 鹿児島県生まれ

2005年 九州大学経済学部卒業

同年       UFJ銀行入行（現、三菱東京UFJ銀行）

2007年より企画部経済調査室に配属。以降、ユーロ圏経済、

日本経済、ASEAN・インド経済のマクロ分析を担当。2013年7

月より同シンガポール駐在。

6:  特 集 2014 年のシンガポール・A SE AN・インド経済の展 望
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2013年 JCCI
ラオス・カンボジア経済視察団

2013年　ラオス・カンボジア経済視察団
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7 :  2013年 ラオス・カンボジア経済視 察団
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ラオス・カンボジア経済視察団

団 長 所 感
会頭　秋山光広

Sumitomo Mitsui  Bank ing Corporat ion

7 :  2013年 ラオス・カンボジア経済視 察団

2013年度ＪＣＣＩの経済視察団として11月18日

から22日の日程でラオス・カンボジアに行ってま

いりました。参加者は私を含めて11名。

11月18日（月）午後2時にオフィスを出て、チャ

ンギ空港からバンコック経由ビエンチャンに到着

しホテルに入った時には既に午後9時半を回って

おりました。地図でみるとシンガポールから飛行

機で３，４時間の距離ですが、時差1時間を考慮

すると8時間半もかかりましたので、何となく遠くへ

きたなと感じました。ラオスの地を踏むのは初めて

でしたが、ビエンチャン空港は思っていたよりも近

代的で清潔、パスポートチェックも整然と正確に

行われておりました。外は街灯が少ないため全体

的に薄暗く、野良犬がうろうろと歩き回っておりま

したが、治安は良く保たれているようでした。ホテ

ルに着くと簡単な軽食が用意されておりまして、こ

れが弁当ボックスに入ったおにぎり、しかも結構い

ける味だったので少し驚きました。次の日は朝か

らＪＣＣＩビエンチャン、ＶＩＴＡ　ＰＡＲＫ経済特区、

ラオミドリ安全、ＪＩＣＡを往訪いたしました。国土面

積は日本の本州と同じ、人口640万人、平均寿命

65歳、平均年齢24歳、政治体制は社会主義一党

独裁制、ＧＤＰの規模は約8000億円、GDP成長

率は過去３年毎年８％台を保っており、今後も同

様の成長を維持するとの見方が大方です。インフ

レ率は４％台と比較的安定しております。仏教国

で主食は米。タイ、ベトナム、中国と親密な関係に

あり、タイとは民族、言語が非常に近く親和性が

高いようです。ちなみにタイの人口の1/3はラオ族

です。経済的な繋がりも強く輸入の7割を依存し

ております。ベトナムとは社会主義を共有しており

政治的・軍事的な繋がりが緊密でベトナムからの

投資は官民一体型の大型投資が特徴です。中国

とは近年ＯＤＡを始め民間大型投資を通じて関係

が親密化しており、国家的プロジェクトとして両国

を結ぶ鉄道建設や通信衛星事業にも着手してい

ます。日本との繋がりについては, 政府間レベル

ではラオス宛ODAの額では近年日本が連続して

トップ（2010年－122百万ドル、20011年－49百

万ドル）、JICAはインフラ整備や農業技術支援を

はじめ青年海外協力隊による柔道、合気道、サッ

カーなどのスポーツ振興に貢献しています。進出

企業数は90社（商工会議所会員は52社）で今後

も増加が見込まれています。日本のアニメや漫画

は普及しているものの、日本人に対しては好印象

を持っているようですがそれほど親近感は感じて

いないとのことです。2009年に制定された投資奨

励法に基づき、各種インセンティブの導入、外資

規制の緩和、税制優遇措置などを講じて、本邦企

業を含め外国企業の呼び込みを積極的に推進し

ております。確かに安い労働力と税制を含む各種

優遇政策は魅力的ですが、課題はインフラ整備、

特に通信網・道路網と物流分野はかなり改善の余

地があると感じられました。

ビエンチャンで2泊した後、20日の午前中プノ

ン ペ ン に 到 着 し ま し た 。 プ ノ ン ペ ン は 昨 年 4 月 以

来の訪問となりましたが、7ヶ月前と比較すると街

に活気があり、行き交う車や人の数が目に見えて

増えておりました。カンボジアでは日本人商工会

議所、プノンペン経済特区、ミネベア工場を訪問

しお話を伺いました。国土面積は本州の約2/3、

人口は14.5百万（うち女性は４６%が20歳未満、男

性は34%が15歳未満）、国家体制は国王を元首と
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する立憲君主制。行政は首相が司り、立法は二

院制で国民による直接選挙で選ばれた議員によ

る国民議会と間接選挙と大統領からの任命によっ

て議員を選出する元老院で構成されています。宗

教は仏教がほとんどで、主食は米。物価は相変わ

らず低くて、フランス料理やイタリア料理が美味し

いのもこの国の魅力のひとつです。インフレ率は

3%前後で落ち着いています。GDPの規模は1.4

兆円、産業構成は農林水産業と軽工業が中心で

個人消費は中間所得者層の増加と共に活性化し

つつあります。　2012年のGDP成長率は7.1%で

したが、今後も6～7％台の成長が見込めると思わ

れます。外国からの投資額で見ますと1994年以

降の累計では中国が＄9.2bi l  とダントツで次が

韓国の$4.4b i l、日本は$640mi lとなっています。

但し2006年以降カンボジアの経済特区への投資

累計額では日本が$276m i lと最大投資国になっ

て お り ま す 。 カ ン ボ ジ ア も ラ オ ス 同 様 、 各 種 優 遇

制度を拡充して外国企業の呼込みを積極化して

おります。日系企業の進出も、カテゴリー的は軽

工業が中心ですが、かなり本格化してきたとの印

象を持ちました。日本商工会議所の会員企業数

は2013年3月末で134社となっております。中国、

韓国に比べると出遅れ感は否めませんが、今後

労 働 集 約 型 の 製 造 業 を 中 心 に 日 本 企 業 の 進 出

が増加してくると思われます。流通通貨が米ドル

であることもこの国の長所のひとつです。課題の

ひとつは高い電力料金です（ラオスの2倍、タイの

1.5倍）。　政府間レベルではODA実績で近年連

続して、日本が最大援助国（2010年－148百万ド

ル、2012年－131百万ドル）となっております。ま

た、かつて地雷撤去に貢献したり、ODAを含む各

種援助活動がカンボジア国民に認識されているこ

ともあって、日本や日本人に対しては好印象を持

っているようです。

今回、ラオスとカンボジアを訪れて思ったのは、

共通点としては

１．	 両国とも仏教国で米が主食でありその点

　　　は日本人にとって馴染みやすい点

２．	 人はまじめで勤勉。おおらかで刹那的で

　　　ない。

３．	 物価が安い（人件費が安い；工場で働く

　　　ワーカーの月額賃金は＄100～＄150）

４．	 経済特区を設置して各種優遇制度を導

　　　入し、外国企業（特に日本の製造業）の誘

　　　致を推進

５．	 中国や韓国からの投資が大きく企業進出

　　　も顕著。

６．	 南部回廊などメコン地域での道路網整備

　　　が進めば更に発展する可能性大

７．	 タイ＋１の候補地。本国からの進出に加

　　　え、タイ現法からの投資も盛ん

８．	 GDP高成長は維持
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などがあげられます。インフラ整備については

道路建設、上下水道整備など両国ともまだまだこ

れからの段階。ラオスは水力発電により豊富な電

力を生産しておりタイ、カンボジア、ベトナムなど

周辺国に売電しています。国としての発展度合い

ではカンボジアがラオスの１歩先を行く印象を受

けましたが、今後廉価な労働力を求めて両国へ

外国企業の進出が加速して行くのではないでしょ

うか。両国とも日本に対しては好印象を持ってい

るようなので、本邦企業にとっては進出しやすい

国と言えます。課題としては物流ネットワークの整

備と労働者への教育があげられます。

最後になりますが、今回の視察団の準備をして

くださったJCCI事務局の皆様と視察団受け入れ

にご協力いただいた方々に深く御礼申し上げま

す。
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ラオス・ビエンチャン視察
ビエンチャン日本人商工会議所： 山田事務局長によ

るラオス一般概況の解説

VITA Park工業団地： 陳 俊成CEOによるご説明、

工業団地内見学

ラオミドリ安全： 遠藤 隆 工場長によるご説明、工

場見学

JICAラオスオフィス：  武井 耕一事務所長によるブ

リーフィング

ラオスは1353年、百万の象を意味するランサー

ン王国として統一され、18世紀まで安定した仏教

国として栄えた。1899年、フランス領のインドシナ

連邦に編入された後、1953年に独立。その後内

戦が勃発し、米軍も介入するまでに至った。1975

年、左派の革命によりラオス王国は廃止され、ラ

オス人民民主共和国が成立し、1986年市場経済

化と外国投資の誘致政策に転換され、現在は政

情、治安ともに安定している。

日本の本州とほぼ同じ国土面積236 ,800㎢を

持ち、人口は638万人（2011年現在）。ラオス国

民の平均寿命はASEANの中で最も低い65.4歳、

平 均 年 齢 2 4 歳 で 、 人 口 の 7 5 % が 農 業 従 事 者 で

ある。2011年のGDP(国民総生産)は81.8億ドル

で、内訳としては農業、工業がそれぞれ約27%、

サービス業が40%を占めている。2012年のGDP成

長率は8.0%と、ASEANでもトップクラスの成長率

ではあるが、首都圏を中心とした建設ラッシュ、マ

イカー通勤の増加に伴う交通渋滞など、高い成長

率を背景にインフラの整備が追い付いていない状

況にある。

経済政策としては外国資本の積極的な導入が

はかられており、チベット高原を発し南シナ海に

流れ込むメコン川の高低差を有効に利用した豊

富な水力発電事業を筆頭に、鉱業、サービス業

の セク タ ー が 対 内 投 資 額 増 の 牽 引 役 と な っ て い

る。特に発電事業については、国策としてインドシ

ナ半島のバッテリー化を目指しており、発電され

た電力はタイ、中国といった近隣諸国にも販売さ

れている。水力発電のみならず、現在は火力発電

所も建設中である。鉱物資源の埋蔵量も多く、フ

ランス、オーストラリア、ノルウェーなど、西洋諸国

からの投資額が、輸出額総計の5割以上を占めて

いる。工業としては縫製品や木製品などの製造が

主。

周辺国との関係では、民族、言語が近いタイと

の親和性が高く、タイでは人口の1/3がラオ族で

占められている。（ラオス国内に住んでいるラオ族

より多い。）タイとは1800kmもの国境を多くはメコ

ン川上に共有しており、輸入の7割はタイに依存、

電力の主な売電先にもなっている。タイ語とラオ

ス語は共通点が多い為、企業内の指導者としてタ

イ人のベテラン社員がラオスに派遣される事も多

く、工場勤務に不慣れなラオス人を適切に指導で

きるという点でもタイとの補完性がある。

ベトナムとは2060kmの国境を共有しており、社

会主義国としての政治的なつながりが強い。政治

学はベトナムで学ぶことが主流となっているほか、

双方の国営・軍関連の企業が鉱山、エネルギー

関連など大規模な プロジ ェクトを 推進するな ど、

国家間の政治的なつながりは経済活動の中でも

見られる。最近、プレゼンスを高めているのが中

国で、1988年の国交回復以来、投資は継続され

て き て い る が 、 最 近 に な っ て イ ン フ ラ の 開 発 、 鉱

山、水力発電事業、大規模プランテーションなど

への投資が急増しており、2015年には、通信衛

星事業が国家プロジェクトとして中国の支援を受

けて実施される予定である。

投資環境としては、90以上の法律の整備や投

資比率の拡充などを15年かけて実施、2013年2

月に世界貿易機構（WTO）に正式加盟している。

ベトナム、タイなど周辺国との水平分業や、発展

するアジア地域の東西・南北経済回廊の要所で
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あり、また、2009年には、投資奨励法により内外

資本の逆差別の撤廃、投資申請方法の明確化、

処理の迅速化がはかられ、外国投資に対してオ

ープンになったことから、外資の注目を集めてい

る。投資インセンティブの導入や段階的なサービ

ス分野の市場開放もすすめられている。

法人税率は24%、個人所得税は所得に応じた

累進課税で0～24%、付加価値税10%のほか、物

品税が品目に応じた課税率にて適用される。

ラオスでは経済特区制度が導入されており、現

在、10の経済特区（SEZ）が承認済みである。最

近ではニコン社の大規模工場がサワンナケートの

経済特区に進出したほか、今回の視察で訪れた

VITA Parkもビエンチャン地区の経済特区として

整備が進められている。VITA Parkでは2社の日

系企業の工場が稼働中、もしくは稼動予定で、う

ち1社のラオス第一電子社では400名の工員が従

事している。もう1社はタイ・チェンマイの親工場か

らの出資で設立されたツノダ社の工場で、タイの

工 場 で 製 造 し て い た 一 部 部 品 を 水 平 分 業 の か

たちでビエンチャンに移管するとのこと。タイに比

べ、人件費は1/3～1/4に抑えられるという。

元々、人口が638万人で、多くが農業従事者で

あることから、大規模な工員の採用が困難で、既

出企業の多くは200～500名規模であり、中小製

造業が主である。農業出身者が多いことから労働

スキルが低く、離職率が5％～10％と高いために

人 材 の 高 度 化 が す す ん で い な い 。 ま た 、 最 近 の

高い経済成長により、都市部での土地や生活費

が高騰し、地方からの出稼ぎが困難になっている

現状と、親和性の高いタイに出稼ぎする人々も多

いことから、大規模な採用は引き続き困難が予想

される。今回視察したVITA Parkでも、この課題

に対応するべく、人材育成の専門学校と工員の

住居となる寮を建設中であった。ただし、女性は

手先が器用であるとともに、黙々と長時間作業を

することに慣れているため、一通りの教育を施し

た上であれば、今回訪問したミドリ安全社の様な

縫製業や、労働コストの低さを生かせる簡易工程

部品の製造業には向いている。

ラオスでは人口規模が小さいため、市場として

の魅力はそれほど高くはないが、自給的経済か

ら市場経済への移行に伴い、一人当たりGDPは

1 ,490ドル（首都ビエンチャンでは3,300ドル）と

所得が向上しており、直近3年間では、車両が急

激に増加（うち6割が二輪）、累積登録台数は60

万台となっている。今後もタイ+1として、タイで製

造している品目の一部を、コスト削減、リスク分散

のためラオスへ移管する水平分業の動きと、水力

発電、鉱業、農業といった1次産業の発展が牽引

するかたちで、所得が向上していくものと思われ

る。また、ASEANで唯一海に面していないラオス

では、輸送コスト高など物流面で大きなハンデが

あったが、J ICA等の出資による国道9号線（ベト

ナムからラオスとタイを通りミャンマーに抜ける）東

西経済回廊の改善などにより、周辺国とのアクセ

スが向上してきており、2015年のAEC（ASEAN経

済圏）設立に伴うモノの移動の自由化が後押しと

な っ て 、 物 流 拠 点 と し て の 地 位 を 確 立 す る 可 能

7 :  2013年 ラオス・カンボジア経済視 察団
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性もある。ただし、国民性は温和で実直、よくも悪

くものんびりしているところがあり、地理的な利点

はまだあまり深く検討されていない状況である。ま

た、ASEANの中でもラオスの教育水準は低く、国

内でも所得の格差は大きいが、今工場で働く20

代の世代が工業に触れた最初の世代という農業

中心国であった為、工業国に発展することへの国

民意識もあまり高くない。首都ビエンチャン以外

にはまだ水道もなく、テレビや冷蔵庫などの電化

製品も少ない中で、国民が工業化にどの程度の

関心を持って取り組むかが、その潜在能力を開花

させるための鍵となるように感じた。

カンボジア・プノンペン視察
カンボジア日本人商工会： 道法清隆事務局長によ

るカンボジア一般概況の解説

プノンペン経済特区： 貞谷秀規Deputy CEOによる

ご説明、工業団地内見学

ミネベア・カンボジア： 井上保行副社長によるご説

明、工場見学

カ ン ボ ジ ア は 、 国 土 面 積 1 8 1 , 0 3 5 ㎢ 、 人 口 約

1 4 5 0 万 人 の 国 王 を 元 首 と す る 立 憲 君 主 制 国

家 。 1 9 7 0 年 代 後 半 か ら 激 し い 内 戦 や ポ ル ・ ポ ト

政権下における飢餓、虐殺など暗黒の時代と呼

ばれる時代を経て、1991年のパリ和平協定の締

結、1993年の国連監視下での総選挙が行われ、

現在は政治、治安も安定している。経済も2010年

から2012年のGDP成長率が6.7%と高く、一人当

たりのGDPも971米ドルと2005年の455米ドルから

倍増している。特にプノンペン市内では5,000米

ドルクラスの世帯数が増えており、活発な個人消

費、高級車の販売台数にも増加が見られる。

GDPにおける産業別の内訳をみると、農業、漁

業、林業、鉱業の一次産業が３割強を占め、製造

業16%、ホテル・レストランと商業で15%と続く。先

述の通り、特にプノンペン市内において所得向上

に伴う個人消費が拡大しており、RolexやCart ier

などの高級時計、アクセサリーブランドの店舗の

オープンやカフェ、レストランのチェーン展開が多

くみられる。2014年にはカンボジアで初となるイ

オンモールが開業する予定。2012年の貿易高は

約120億米ドルと2009年からほぼ倍増している。

輸出品の大半は衣類及び衣服の付属品で、輸出

総額の９割以上を占めている。輸出先としては金

額ベースで香港、米国、プエルトリコが上位３カ国

で、シンガポールが6.5億米ドル４位に入っている

（日本は2億米ドルで8位）。

国別の輸入については、金額ベースで中国、

ベトナム、タイが上位３カ国となっており、シンガ

ポールは８億米ドルで７位（日本は６億米ドルで８

位）。

日本との貿易の観点からみると、日本への輸出

品目では、機械、鉄道を除く輸送機械が金額ベ

ースで総計の約50%を占めている。まだまだ縫製

業 が 輸 出 を 支 え て い る 状 況 で は あ る が 、 機 械 工

業、電機・電子工業の製造業についても海外から

の投資が増加してきている。

プ ノ ン ペ ン は 、 ベ ト ナ ム と タ イ に 挟 ま れ 、 南 部

には港湾も保有していることから、ホーチミンから

バンコク、ダウェー（ミャンマー）に抜ける南部経

済回廊の要所となっている。カンボジア国内の道

路や橋などのハードインフラ整備が進んでおり、

タイ、ベトナムとの水平分業による生産ネットワー

クの構築がすすめられている。2015年のASEAN

経済 圏 の 設 立 に 加 え 、 日 本 の G S P ( 一 般 特 恵 関

税 ) 、 LDC（低開発途上国）特恵対象国となって
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いるため、多くの品目の移動において無税扱いと

なっており、ASEAN経済圏及び日本については

自由にモノを移動することが出来る。そのため、タ

イやベトナムの生産拠点の部品等一部品目の生

産をカンボジア国内に移管する水平分業を狙う企

業が増加している。

投資環境としては、1994年に投資法、2003年

に改正投資法は公布され、外国企業の投資受け

入れ体制が整備された。その中で、適格投資プロ

ジェクト（QIP: Qual i f ied Investment Project）

と呼ばれる投資プロジェクトに対する認証制度が

あり、QIPを取得したプロジェクトについては法人

税、輸入税の免税や付加価値税の還付など様々

な優遇措置が自動的に受けられる。QIPの取得に

ついては、後述のカンボジア国内の経済特区に

指定されている工業団地内に窓口が設けられて

おり、経済特区への立地を促す要因のひとつとな

っている。

2005年、カンボジア政府が発令した政令によ

り、カンボジアには現在23の公認の経済特区が

存在している。今回訪問したプノンペン経済特区

は、プノンペン国際空港の近くに立地しており、

地元企業と日系企業との共同出資で建設、運営

されている。52社の入居企業のうち、28社が日系

企業。先述の通り、経済特区内の企業はQIPの恩

恵が受けられるほか、輸出入の手続きについても

特区内の窓口にて行うことができるなどワンストッ

プのサービスが提供されている。プノンペン経済

特区内で、今回、視察団の訪問を受け入れてい

ただいたミネベア社の工場は2011年に稼動を開

始し、マイクロアクチュエーターや携帯電話のバッ

クライト関連部品などを製造している。全長400m

の工場内で1,500名が就業している。特に工員の

教育に力を入れており、入社後、３週間ほどのプ

ログラムを経て現場で実際の作業にあたる。福利

厚生の充実もはかっており、寮内では様々なレク

リエーションが用意されているほか、昼食も十分

すぎるほどの量が提供されていた。

カ ン ボ ジ ア は 長 く 工 場 不 毛 の 国 と 呼 ば れ 、 投

資 対 象 国 と し て は あ ま り 注 目 さ れ て い な か っ た

が、2012年には日系企業登録数が180社近くに

のぼり、住友電装社や味の素社など品質が重視

される産業の進出も目立ってきている。団長の秋

山会頭が半年前に訪れたときからみてもかなり発

展しているとコメントされるほど、日進月歩で環境

整備の進展と投資拡大がさらに加速していくもの

と思われる。課題として多くの方々が電気料金の

高騰という声が聞かれた。特に精密加工や高度な

製造業となると、電気の利用量が高くなるため、こ

の課題に解決が見られれば更なる投資拡大が期

待できる。
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シンガポール日本商工会議所基金  

   基金募金委員長 川口 敬一郎 

シンガポールシンガポールシンガポールシンガポール日本商工会議所基金日本商工会議所基金日本商工会議所基金日本商工会議所基金「「「「2012201220122012年度募金年度募金年度募金年度募金」」」」へのごへのごへのごへのご協力協力協力協力御礼御礼御礼御礼    

拝啓 2013年の新しい年が明け、会員の皆様におかれましては益々ご清栄のことと

お慶び申し上げます。平素は当会議所の事業活動に多大なご理解とご協力を賜り、厚

く御礼を申し上げます。 

さて、この度は、昨年8月から11月にかけて実施致しました標記基金への募金活動

におきまして、厳しい経済情勢並びに経費多端の折りにもかかわりませず、格別のご

協力を賜りまして、厚く御礼申し上げます。お陰様をもちまして、今年度は計278会

員から39万2799Ｓ＄の貴重な浄財を頂戴致しました。目標の45万Ｓドルには及びま

せんでしたが、現下の経済状況のなか、大いなる成果と存じております。これもひと

えに、会員企業各位におけるシンガポール社会へ貢献しようとする思いの賜物と感謝

申し上げております。 

頂戴致しました募金につきましては、基金の各委員会において慎重に検討のうえ、

相応しいと判断した11の団体への寄付(含む奨学金)を決定し、去る12月11日(火)、日

本人会館において、それぞれの団体へ贈呈致しました。 

末筆ながら、皆様の温かいご協力に対し心よりお礼申し上げますとともに、今後と

も本基金活動への変わらぬご理解、ご支持を賜りますよう併せてお願い申し上げます。 

 

敬具

第24回 JCCI基金・募金贈呈式
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JCCI SINGAPORE
FOUNDATION
LIMITED

Presentation of Donations
10 December 2013
Venue: The Japanese Association, 
Singapore

8 :  第24回 JCCI基金・募金贈呈式
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シンガポール日本商工会議所基金
（JCCI SINGAPORE FOUNDATION）

2013年度募金結果
会社名アルファベット順
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8 :  第24回 JCCI基金・募金贈呈式
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8 :  第24回 JCCI基金・募金贈呈式
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8 :  第24回 JCCI基金・募金贈呈式



70

JCCI 2013年　会員懇親パーティー

JCCI 
Year End Par t y
17th Dec 2013
Shangri-La Hotel
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9 :  2013年 会員 懇親 パーティー
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9 :  2013年 会員 懇親 パーティー
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9 :  2013年 会員 懇親 パーティー
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≪日本人の段取り力≫

日本シンガポール協会便り16

一般社団法人　日本シンガポール協会
〒108-0014 東京都港区芝4-7-6 芝ビルディング308
　電話：03-6435-3600  FAX：03-6435-3602 
　E-mail：singaaso@singaaso.or.jp
　ホームページ：http://www.singaaso.or.jp/

	
  	
  

	
  	
  

	
   	
  

◆はい、こちらは「日本シンガポール協会」です！
「日本シンガポール協会」は1971年の設立以来、「シンガポール日本商工会議所（JCCI）」
とも密接に連携し、日本とシンガポールとの経済協力、文化交流を深めるための活動をボラン
ティア・ベースで行っています。シンガポールとの関係、交流を深めるため、ご帰国されましたら、
あるいは今から協会の活動にご参加されませんか。ご入会を心からお待ちしています。連絡先は
下記のとおりです。（2013年1月に、事務所は港区赤坂より港区芝に引っ越しました）

　私はシンガポールに東レシンガポール社の一員として1991年から1997年まで滞在していました。滞在中
のいつかは忘れましたが、ある日本食のレストランに入った時のことです。そのレストランでは調理すると
ころがお客に見えるようになっていて、一人の日本人コックとローカルのコックさんが3人ぐらい忙しそうに
料理を作っていました。そこで目を見張ったのは日本人コックの手際のよさです。料理の場合いくつかの料
理を同時並行的に作りますので、その段取りが肝心です。材料を切ったり、下味をつけたり、揚げ物をした
り、焼いたりする段取りが素晴らしく見ていてほれぼれしました。無駄なくいくつかの料理を同時に作り上
げている様子を見て誠に感心しました。ローカルのコックと比べると生産性は数倍違うといった感じでし
た。勿論日本料理ですから、日本人のコックが段取り良くできるのは当然ですが、それにしても生産性は
格段に異なります。この日本人のコックは、段取りについて訓練をされてきたこともあると思いますが、一
般的に他の日本人のコックも段取りが上手だと思います。またコックばかりでなく全般的に工場などで働く
人の段取りは優れていて、この段取りの良さは日本人特有のものと思います。

　段取りといえばトヨタ生産方式はこの段取りを極限的に追求したものであり、こうした生産方式を取り入
れている日本企業の工場の生産システムは世界的にも非常に効率的でかつそこで働く日本人の段取りが
優れているため、日本の工場での生産性は他国の企業の工場に比較して非常に高いと感じます。このため
業種によっても異なりますが、日本でのモノづくりはこの生産性の高さを利用して、まだまだ健在といえる
でしょう。翻ってオフィスで働く人の段取りは上手く行っているのでしょうか？日本企業の工場の生産性は
世界でトップクラスだが、日本のホワイトカラーの生産性は低いとの評価です。私も仕事の段取りを決めて
おいても、緊急な事態が発生したり、急な来客や電話が入るうちに滅茶苦茶になることが多く、いつも反
省しています。オフィスで働く人にとって、段取りはビジネスの基本で、しっかり身につけることが求められ
ます。
　
　何を実現するのかを明確にして、どのように仕事を進めれば、早くて効率的か、また状況が変化した際
のシナリオを想定しながら、計画を立て、実行することです。このように大事な段取りについては訓練する
ことが必要だなと、ネットで検索してみると、段取り力養成講座が結構ありました。また終わってしまいま
したが、大阪商工会議所で平成21年度まで段取り力検定であるＰＷＡ(Project Work Abi l ity)検定を行
っていました。検定試験があったとは驚きでした。

　業務上で鍛えるか、訓練で鍛えるかはべつにして、オフィスの生産性を高めるために段取り力のアップ
を目指さないといけないと痛感した次第です。

【文　坪井健司1991-1997東レシンガポール社】
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シンガポールの紹介をする時に・・・およそ東西はフルマラソンの42.195
キロ、南北がハーフマラソンの21キロ、時間にすると5時間も走っていると横
断、2時間で縦断できる距離になります・・・という話をすると、国の狭さを手
っ取り早く実感してもらえるようです。小国シンガポールが、近年、何故国際
競争力ランキングで世界5位以内の位置を占めることができるのでしょうか
と話題を進めていきますが、弱点を武器に変えていく小国なりの知恵と戦略
が沢山出てきます。相撲に喩えるなら、舞の海が小錦や曙にどう立ち合うか
のアイデアがてんこ盛りといったところでしょうか（ちょっと古いですが・・）。

小国がゆえ、都市と国家の両面の顔を持てるとポジティブに発想を切り
替える。地の利を生かしてルールの違うASEANの首都としての機能強化の
ためにハブ政策を推し進める。自国に土俵がなければ他国に土俵を作る。歴
史がなく文化的建造物がないなら、ユニークな新しい建造物を作って入国者
を増やす・・等々、突っ込んで調べてみるとヒト・モノ・カネをタイミングよく
集積させる発想と工夫が張り巡らされていることに気づかされます。さらに
はそれを支える意思決定の早さ、実行力そしてシステムには目を見張るもの
があります。

2014年のスタートにあたって、こういうダイナミズムに日頃から接してお
られる皆様に身近な話題を交えながらご執筆いただき、さらには新春座談会
ではシンガポールから見える日本とASEANについて大いに語っていただき
ました。

お忙しい中、ご執筆をいただきました皆様、座談会にご参加いただきまし
た皆様にこの場をお借りして厚く御礼申しあげます。なお、編集は日本航空
の河原畑、日本旅行シンガポールの中島およびJCCI事務局が担当いたしま
した。

                        （編集後記執筆：　日本旅行シンガポール　中島茂）






